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私たち I H I グループは、地球と地球に暮らす人々のために、ものづくり技術を駆使して、
先進のエンジニアリングを創出し、さまざまな課題を解決します。
あくなき技術の高みを追求する企業文化の上に、私たちの伝統は築かれています。

「技術をもって社会の発展に貢献する」という経営理念のもと、
つねに、お客さま、ステークホルダーの皆さま、仲間と共に歩み、
より良いグローバル社会の実現を目指して貢献します。

私たちは、英知を結集し、協力し合うことが、より大きな成果を生み、
ビジネスを成功に導く力であると確信しています。
これからも、社会インフラのプロフェッショナルとして困難な課題に挑み、
卓越した解決力で人々の暮らしに豊かさとさらなる価値をお届けします。

IHI Group. Realize your dreams.

第一ボスポラス橋（トルコ） V2500 ターボファンエンジンV2500 ターボファンエンジン1,200t/h 連続アンローダ
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1876年
石川島平野造船所
設立

1907年
播磨船渠（株）設立

1960年
石川島播磨重工業（株）誕生

1853年
石川島造船所
創業

1866

1877

1911 1966 1998

20021945 1978

日本初の蒸気軍艦「千代田形」完成
所蔵：郵政博物館

蒸気船「通運丸」製造　所蔵：船の科学館

東京中央停車場（現東京駅）の
鉄骨工事を実施

世界初の２０万トンタンカー
「出光丸」を建造

世界最長の吊り橋「明石海峡大橋」完成

日本初の国産ジェットエンジン「ネ２０」完成

ブラジル向け世界初の
パルプ製造船上プラント完成

日本初の600MWタワー型
ボイラが運転開始

写真提供：J-POWER［電源開発㈱］

佃島は臨海の工業地帯へ発展し豊洲の埋め立てが始まる

地域と共に歩むＩＨＩの歴史

沿革

平野　富二
実業家。石川島平野造船所（現 I H I）創立者。

（1846 年～1892 年）

戦後復興のあゆみと共に豊洲の造船工場も発展を遂げる　　　

1903 1950

ひ ら の 　 と み じ

隅田川河口の石川島（現：東京都中央区佃二丁目）に石川島平野造船所設立

1876

1853年、ペリー提督率いる黒船の来航が引き金となり、欧米列強へ対抗すべく江戸幕府が設立した、石川島造船所。
一民間人でありながら、その造船所を明治政府から借り受け、日本初の民間洋式造船所となる「石川島平野造船所」
を立ち上げたのが、平野富二でした。国産の艦船を建造し、工業を振興し、技術の力で国を発展させる。
この志を遂げることに、富二は生涯をかけました。
富二の志は、I H I グループの経営理念「技術をもって社会の発展に貢献する」の中に、時代を超えたDNAとして　
今も息づいています。

創業165年、志は時代を超える。

出典：東京時層地図 for iPad
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造船を礎としたものづくりの系譜 I H I の製品を作るために使われる回転機械、溶接、機械加工、配管などの生産技術は、
造船技術から脈々と受け継がれてきたものです。

各種プラント

熱・表面処理

各種クレーン・運搬機械

1970年代後半の豊洲風景

高炉・ごみ焼却炉

橋梁・水門

車両過給機
（ターボチャージャー）

原子力

蒸気タービン

舶用過給機

航空エンジン・ガスタービン

圧縮機

ボイラ

舶用クレーン

I H I グループの価値創造プロセス

回転機械

溶　接

機械加工

配　管

グループ経営方針2016

技 術

人 材

造船を起点とした

理念を受け継ぐ

資源・
エネルギー・環境 社会基盤・海洋

産業システム・汎用機械 航空・宇宙・防衛

技術をもって社会の発展に貢献する
人材こそが最大かつ唯一の財産である

21 世紀の環境、エネルギー、産業・社会基盤における諸問題を、
ものづくり技術を中核とするエンジニアリング力によって解決し、
地球と人類に豊かさと安全・安心を提供するグローバルな企業
グループとなる

製品・
サービス

ボイラ
陸用原動機プラント
プロセスプラント
原子力
など

橋梁・水門
都市開発
シールドシステム
交通システム
など

車両過給機
回転機械
パーキング
熱・表面処理
など

航空エンジン
防衛機器システム
ロケットシステム・
宇宙利用
など

高度情報
マネジメント

グループ
共通機能

グローバル
・営業

ソリューション
・新事業

お客さま

お取引先

地域社会

行政

従業員

株主
投資家

蓄積・発展

事業活動

造　船

製造資本

財務資本

知的資本
P.31

人的資本
P.51

社会・
関係資本

P.46

自然資本

P.9

P.53

P.21

P.29

P.25

P.23

P.27

社会への価値

メガトレンド

多様化する
社会インフラ

複雑化する
世界経済

加速する
高度情報化

インプット アウトプット アウトカム

事業を支える基盤
ESG マネジメント

社　会
豊かな社会の実現

ガバナンス
誠実な企業経営環境負荷の低減

環　境
P.37

本報告書は、以下に示した「 I H I グループの価値創造プロセス」に基づき編集しています。

経　営　理　念

ＩＨＩグループビジョン
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4,000

0

5,000

0.0

0.5

1.0

1.5
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2.5

2014 2015 2016 2017

財務ハイライト

（年度）

（年度） （年度） （年度）

（年度） （年度）

 売上高　  営業利益率

 営業活動によるCF  投資活動によるCF
 財務活動によるCF  フリー CF

 ROIC ※2　  ROA ※3　  ROE ※4

 海外売上高　  海外売上高比率  有利子負債残高　  D/Eレシオ ※1

上記は、I H Iグループ連結の値です。※1　有利子負債残高÷純資産
※2　税引後（営業利益＋受取利息・配当金）÷（自己資本＋有利子負債）
※3　親会社株主に帰属する当期純利益÷（前期末・当期末平均　総資産）
※4　親会社株主に帰属する当期純利益÷（前期末・当期末平均　自己資本）

より詳細な情報はそれぞれ 
右記のウェブサイトをご覧ください。

財務 https://www.ihi.co.jp/ihi/ir/
非財務 https://www.ihi.co.jp/csr/

（億円）

（億円） （％） （億円）

（億円） （億円）（%） （%） （倍）

 研究開発費　  設備投資額　  減価償却費

売上高・営業利益率

キャッシュ・フロー（CF）

海外売上高・海外売上高比率

経営効率

有利子負債残高・D/Eレシオ

研究開発費・設備投資額・減価償却費
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「グループ経営方針 2016」

I H Iグループ中期経営計画（2016年度～ 2018年度）

I H Iグループは、製品・サービスの高度化による社会の発展への貢献を通じて収益性を高め、資本市場から求められる資本効率や株主還元を実現します。
そして、持続的成長と企業価値の向上を図り、信頼される企業グループとなることを目指しています。
「グループ経営方針 2016」では、「収益基盤の強化」をメインテーマに掲げ、利益の成長をより重視した次の施策を展開しています。

ものづくり力強化を目指した
品質システム、業務システムの改革

企業体質の改革＜ I H Iグループビジョン＞
I H Iグループは、21 世紀の環境、エネルギー、産業・社会基盤における諸問題を、ものづくり技術を中核とする
エンジニアリング力によって解決し、地球と人類に豊かさと安全・安心を提供するグローバルな企業グループとなる

利益の成長

グループ経営方針 2013
「成長の実現」
（2013～ 2015）

グループ経営方針 2016
「収益基盤の強化」
（2016～ 2018）

事業規模の成長

※ 1  税引き後 ROIC（投下資本利益率）　※ 2  負債資本倍率　
※ 3  税引き前 ROIC（投下資本利益率）　※ 4  Strategic Business Unit（戦略事業単位）

グループ経営方針 2010
「成長軌道の確立」
（2010～ 2012）

グループ経営方針 2007
「成長基盤の整備」
（2007～ 2009）

1
新たなポートフォリオ
マネジメントによる
集中と選択

●   戦略の方向性と定量目標（ROIC※ 3と
営業利益率）を組み合わせた「ミッショ
ン」を SBU※ 4ごとに設定

●    優先投資指定、再生・再編指定によ
る経営資源配分　など

2
プロジェクト遂行体制の
強化による収益力向上

●   見積プロセスやリスクレビューの改善

●    プロジェクトマネジメント能力強化のた
めの人材育成体系の整備　など

3
グループ共通機能の

活用による
ビジネスモデル変革

●    ソリューション・新事業、高度情報マ
ネジメント、グローバル・営業それぞ
れの機能を強化

●    事業部門とグループ共通機能の共創　
など

グループ経営方針2016ー収益基盤の強化ー

「グループ経営方針 2016」の目指す方向性 収益基盤の強化への取り組み

2020

経営目標（2018年度）

営業利益率  7 %
ROIC※1  10 %
D/Eレシオ※2  0.7 倍以下

2018

3つの取り組み

持
続
的
な
成
長
と
企
業
価
値
向
上
の
実
現

収
益
基
盤
の
強
化
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2018年度の業績見通し
　2018年度の業績については、全事業領域の黒字化を達成

するとともに、資源・エネルギー・環境事業領域における前

年度の不採算案件を解消することにより、増益となる見通し

です。また、営業利益の見通しは、想定為替レートの影響等

を除けば、「グループ経営方針2016」策定当初に掲げた経営

目標に達する水準です。

「グループ経営方針2016」
2年目（2017年度）の振り返り
　収益基盤を強化するための 3つの取り組みについては、

集中と選択による事業構造改革、下振れ防止のためのプロ

ジェクト審査・モニタリング機能の強化、再生可能エネルギー

ビジネス関連施設の立ち上げなどの施策を進め、着実な成

果を積み上げました。

2016年度
実績

2017年度
実績

2018年度
見通し

2018年度
目標

売上高 14,863億円 15,903億円 15,000億円 ―

営業利益率 3.2% 4.5% 5.7% 7.0%

営業利益 473億円 722億円 850億円 ―

経常利益 220億円 214億円 650億円 ―

親会社株主に帰属する
当期純利益 52億円 82億円 320億円 ―

ROIC※1 5.0% 7.7% 9.0% 10.0%

D/Eレシオ※2 1.10倍 0.92倍 0.89倍 0.7倍以下

配当 0円／株

中間3円／株
期末30円／株

（期末は、
株式併合後の配当）

60円／株
（中間30円、期末30円）

（予想）
―

為替レート 108.27円／＄ 111.00円／＄ 105円／＄ 115円／＄
※ 1  税引後（営業利益＋受取利息・配当金）÷（自己資本＋有利子負債）　 ※ 2  有利子負債残高÷純資産

「グループ経営方針 2016」 2年目の取り組みと課題

新たなポートフォリオ
マネジメントによる
集中と選択

取組み   F- LNG 事業、農機事業、回転機械事業等、
事業構造改革・再生再編が進捗

課題   事業領域制の導入による、部門を超えたよりスピーディーな
集中と選択の加速

プロジェクト遂行体制の
強化による収益力向上

取組み   分散していた審査・モニタリング機能を集約し、
大型受注工事・大型投資のリスク潰し込みに注力

課題   進行中の大型プロジェクト（北米プロセスプラント、F-LNG船）で
下振れ発生

グループ共通機能の
活用による
ビジネスモデル変革

取組み   IoT活用、新たなビジネスモデル（相馬スマートコミュニティ、
七ツ島バイオマス発電事業等）への取り組みが進捗

課題   事業環境変化に則したビジネスモデルの変革とグローバル展開の加速

1

2

3
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　I H Iの 165 年以上に及ぶ社業の歴史は、ものづくりに

よる社会貢献と変化への対応の連続でした。1853 年、浦

賀沖にペリー提督率いる黒船が来航し、これに備えて、

江戸幕府が石川島に建築した造船所が I H Iの前身となる

石川島造船所です。わたしたちが今日あるのは、優れた

技術力や人材はもちろん、変化に対応できる DNA を持っ

ているからにほかなりません。

　時代は常に変化の中にあります。ただ現在は、変化の

速度がこれまでとは異なっていると感じております。そ

の代表的なものが IoTや AI などの情報のデジタル化であ

り、経営にも大きな影響を与えています。また、地球温

暖化防止・環境保護のための低炭素化、さらには脱炭素

化が叫ばれ、人材面ではダイバーシティや働き方改革の

重要性が増しています。企業に対するこれらの社会的な

期待や責任について、ひとつとしておろそかにすること

はできません。

　わたしたち I H Iグループは、この時代の変化に対応し、

持続的な成長を実現すると同時に、社会のさまざまな課

題の解決に取り組み、持続可能な社会の実現に貢献して

まいります。

株式会社I H I 
代表取締役社長
（兼）最高経営責任者

満岡  次郎技術と人材、そして変革の DNA。
ＩＨＩグループの総力を結集し、
さらなる企業価値の向上を目指します。
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2017 年度の振り返り

より強いプロジェクト遂行・リスクマネジメント
体制と、変革へのスピードアップの必要性を
痛感しました。

　I H Iグループは、2016年度にスタートした中期経営計

画「グループ経営方針 2016」において、「収益基盤の強

化」をテーマとして掲げ、3つの施策「新たなポートフォ

リオマネジメントによる集中と選択」「プロジェクト遂行

体制の強化による収益力向上」「グループ共通機能の活用

によるビジネスモデル変革」に取り組み、経営目標の達

成を目指しています。
P. 9　グループ経営方針 2016

　初年度の 2016年度は、ステークホルダーの皆さまか

らの信頼を回復することを最優先課題として、さまざま

な施策に取り組みました。しかしながら、進行中の大型

プロジェクトにおいて採算が悪化し、期初の利益見通し

を達成することができませんでした。

　2 年目の 2017年度は「信頼回復・そして変える」をス

ローガンに掲げ、「新たなプロジェクト遂行体制、リスク

マネジメント体制の運用の徹底」をはじめとした施策に

取り組みました。「信頼回復」とは、引き続き工事採算の

下振れを防止することで、安定した利益を創出し、ステー

クホルダーの皆さまの信頼を取り戻すこと、「そして変え

る」とは、事業構造改革を加速して収益基盤を強化し、

経営目標を達成する決意を込めたものです。

　「信頼回復」の面では、期初の予想を上回る営業利益を

計上することができ、収益基盤の強化に一定の手ごたえ

を感じることができました。しかしながら、北米のプロ

セスプラント工事や関係会社であるジャパン マリンユナ

イテッド（株）の工事において、採算が悪化し、当初目

標とした利益水準を達成することはできませんでした。

より強いプロジェクト遂行体制、リスクマネジメント体

制により、真の「信頼回復」を実現しなければなりません。

　すでに、北米のプロセスプラント工事については、当

社グループＯＢを含めた有識者を適材適所に配置し、現

場の最前線に焦点をあてたリスク対応を進めています。

ジャパン マリンユナイテッド（株）については、ガバナ

ンスを強化して、抜本的なコスト競争力強化などの課題

に取り組んでいます。

　「そして変える」については、2017年 4月より移行し

た事業領域制のもと、それまでの SBU（戦略事業単位）

で個々に行なっていた事業運営から脱し、事業領域に集

約することで、集中と選択の意思決定の迅速化を図ると

ともに、リソースを成長分野に集中できる体制としまし

た。しかしながら、事業環境の変化は想定以上に早く、

わたしたちの「事業構造改革」や「ビジネスモデル変革」

のスピードは、十分ではありませんでした。

　こうした課題に対処すべく、2018年度の全社重点施策

を策定しました。

2018年度の重点施策

「変える元年」をスローガンとして、
グループ経営方針 2016の目標達成を目指します。

　世の中の変化を見据え、危機感をもって、会社を変え

ていかなければならないという思いを込めて、2018 年度

のスローガンを「変える元年！－部門を超えて、チームで、

そしてコミュニケーションを徹底して－」としました。

　事業環境の不連続で激しい変化に負けないスピードで、

事業構造改革、ビジネスモデル変革を進める思いを「変

える元年」というスローガンに込めました。そのためには、

部門を超えてチームとして協業することが必要であると

考えています。

2018年度の全社重点施策

『変える元年！』　
ー部門を超えて、チームで、

そしてコミュニケーションを徹底してー

強靭なプロジェクト遂行体制・
リスクマネジメント体制に変える

ものづくり力強化を目指し
品質システム・業務システムを改革する

事業戦略に沿って事業構造を変え
収益性を高める

お客さま価値創造に向けて
ビジネスモデルを変える

働き方改革推進により新しい職場づくり、
人づくりを進める
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強靭なプロジェクト遂行体制・リスクマネジメント体制に
変える　

　最も重要な施策は、「強靭なプロジェクト遂行体制・リ

スクマネジメント体制に変える」ことです。2017年度に

整えた体制のもと、よりきめ細かなリスクマネジメント

を実行していきます。また、プロジェクトの現場で丁寧

にコミュニケーションをとり、タイムリーにリスクに対

応できるようにします。

　ただしわたしは、あらゆるリスクを避けようとしている

わけではありません。新技術の適用や初めての国でのプロ

ジェクトなど、リスクは新しいチャレンジの中に必ず含

まれているものであり、リスクのないものに大きなリター

ンを期待することはできないからです。したがって、これ

からも成長のためのリスクは取っていくつもりでいます。

事業戦略に沿って事業構造を変え収益力を高める

　いずれの事業領域においても、高い収益性が期待され

る事業、分野に経営資源を投入していきます。

　例えば、航空エンジン事業では、独自の技術により付

加価値の高い製品を提供することで収益性を高めていま

す。航空エンジンに求められる大幅な軽量化と燃費改善

に対して、その実現に向けて、独自の新素材の開発や設

計を進め、製造プロセスを構築することに注力してきま

した。その結果、PW1100G-JMエンジンでは、当社の複

合材部品が採用されるなど、市場シェアの拡大につながっ

ています。

　さらに、製品納入後のメンテナンスなどを行なうアフ

ターマーケット分野への取り組みも強化します。この分

野は、航空エンジン事業やボイラ事業などでは豊富な経

験と実績があります。さらに、産業システム・汎用機械

事業領域など、他事業のアフターマーケット分野にも経

営資源を配分して、グループ全体で収益性を高めていき

ます。

お客さま価値創造に向けてビジネスモデルを変える

　I H Iグループの将来の成長に向けて、高度情報化社会

への対応は不可欠であり、デジタル技術は、ビジネスモ

デル変革の原動力になると考えています。

　わたしたちは、製品の稼働状況をリモートモニタリン

グする共通プラットフォーム「ILIPS®（アイリップス）」

を独自開発し、さまざまな製品・サービスに適用してい

ます。お客さまに納入した製品の稼働状況を把握しデー

タを分析することにより、故障の予兆発見や最適な保守・

運転方法の提案を始めています。

　このように、デジタル技術とわたしたちが持つものづ

くりのノウハウの融合によって、お客さま価値の向上に

つながるソリューションを提供することで、新たなビジ

ネスモデルを創出していきます。

業務プロセスを改善し、
ものづくり力の強化と働き方改革を推進する

　経営方針の目標達成のためには、地道な改善活動の継

続も不可欠であると考えています。2013年度より、業務

プロセスを改善する活動「I-Project」をグループ全体で

実施しています。コスト削減や業務の効率化、働き方改

革など、業務プロセスの改善につながるテーマを職場ご

とに設定し活動を展開しています。PDCAを回して成果

を出すことにこだわり、わたしたち経営陣も現場の社員

と意見を交わして活動の活性化を図っています。

　事業環境の変化に耐えられる強い体質に変わるべく、

改善活動を企業風土として根付かせていきます。

I -Projectでの職場訪問（ I H I横浜事業所）
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ESGへの取り組み

社会の課題を解決し、
持続可能な社会を実現していきます。

　社会と企業の持続可能性が改めて注目され、長期

目線での成長が求められるようになっています。ESG

（Environmental：環境、Social：社会、Governance：ガ

バナンス）が多くの企業で重視されており、国連でも

SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開

発目標）が採択されました。これらの動きは、国や企業

などがパートナーシップを結んで社会の課題を解決し、

永く住み続けられる世界を実現することが大切であるこ

とを示唆しています。

　わたしたちは、事業を支える重要な基盤として ESGへ

の取り組みを強化します。そして、SDGsに示される社

会課題を製品・サービスによって解決することで、持続

可能な社会を実現していきます。

　「環境」については、お客さまの生産効率を向上させ

る製品・サービスの提供を通じて、省エネルギーや環境

負荷の低減に貢献しています。これからは、低炭素・脱

炭素につながる製品がますます求められるようになりま

す。わたしたちも技術開発本部内にカーボンフリーエネ

ルギープロジェクト部を立ち上げるなど、技術の力で社

会課題を解決すべく、集中的に技術開発に取り組んでい

ます。
P. 47　環境の取り組み

　「社会」の側面では、ダイバーシティへの取り組みが企

業価値の向上に不可欠だと考えています。グループ全体と

しては、性別、人種、国籍、障がいの有無、年齢、性的指

向などに関わらず、多様な人材が活躍できる制度や風土づ

くりを更に進めていきます。

　また、環境の変化にフレキシブルに対応していくために

は、社員一人ひとりの業務スキルの多様性も必要だと考え

ています。グループ会社間の異動を一層促進するなど、若

手のうちから幅広い経験を積めるようにしていきます。
P. 51　人材マネジメントの取り組み

　「ガバナンス」については、2018 年度から、取締役会

が重要事項の議論と経営の監視に集中できるよう付議基

準を改訂し、6月末からは社外取締役が 3 分の 1 を占め

る体制となりました。さまざまなバックグラウンドを持

つ社外役員の意見を経営に取り入れることで、国内外の

ガバナンスの体制の整備やリスクマネジメントを強化し、

風通しの良い経営体制づくりを目指します。
P. 41　コーポレート・ガバナンスの取り組み

　SDGs による「ビジネスを通じた社会課題の解決」の考

え方は、わたしたちの経営理念である「技術をもって社

会の発展に貢献する」と合致するものです。また、社会

課題の解決には、イノベーションやビジネスチャンスが

秘められていると考え、積極的に取り組んでまいります。

　2018年度は次期中期経営計画を策定する年となりま

す。社会課題の解決を起点とし、これからの企業活動の

方向性をしっかりと見定めたいと思っています。

ステークホルダーの皆さまへ

　この統合報告書は、わたしたちの事業や事業を支える

基盤の取り組みなどをお伝えするコミュニケーション

ツールとなります。今後の経営に反映できるよう、ステー

クホルダーの皆さまには、ぜひ忌憚ないご意見をいただ

けますよう、よろしくお願い申しあげます。
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事業領域との連携によって
プロジェクトの遂行を支え、
収益力の向上を実現します。

プロジェクトリスクマネジメント報告

プロジェクトリスクマネジメント部の使命
　2014年度から 2016年度にかけて、大型プロジェクト

で多額の損失を計上したことの反省を踏まえ、2017年 4

月、リスク管理体制の強化を目的に「プロジェクトリスク

マネジメント部」が発足しました。

　当部門の役割は、大型プロジェクトや投資のリスクを

分析し、下振れしないよう確実に案件の遂行を支えるこ

とにあります。また、会社の経営にインパクトを与えう

る規模のリスクを察知した際には、早急に対策を講じる

べく、迅速に関連部門および経営層に報告をすることも、

重要な使命の一つです。

プロジェクトリスクマネジメントの体制
　現在当部門は、大型プロジェクトの受注前審査、進行

中プロジェクトのモニタリング、投資案件の審査・モニ

タリングの 3つの機能から構成され、進行中プロジェク

トのモニタリングに最も多くの人員を配置しています。

　このほか、2017年度からは「認定レビュア」制度を設け、

事業に精通した当社OBや外部有識者を起用して、モニタ

リング体制を強化しています。認定レビュアの多くは、プ

ロジェクトマネジメントの経験のある事業部長や技師長ク

ラスのベテランです。プロジェクト全体を俯瞰する視点と、

現場で働く一人ひとりに目を配る現場に密着した視点の両

面から、プロジェクトの確実な遂行を支えています。

管理対象と審査・モニタリングのプロセス
　当部門が管理しているのは、新規の受注前・投資前の

審査案件と、すでに進行中のプロジェクトならびに投資

のモニタリング案件です。プロジェクトは短くて 2年、

長いものでは 4～ 5年がかりとなることから、現在進行

中のプロジェクトの中には、2016年度の受注前審査プロ

セス強化前に開始したプロジェクトも、半分程度含まれ

ていると認識しています。そこで、進行中のプロジェク

トに関しては、主要マイルストーンごとに審議の場を設

け、当初計画していた条件がクリアされているかどうか、

状況を確認することで、リスクが顕在化する前に手を打

てるよう努めています。

リスク管理
事業リスクマネジメント

プロジェクト管理グループ

プロジェクト管理機能
大型受注工事の受注後モニタリング

プロジェクト
計画策定

リスク洗い出し

プロジェクト
遂行

モニタリング
計画の修正

プロジェクト審査グループ

重要受注案件審査機能
大型受注工事の受注前審査
リスクメトリクス分析機能
陸上大型工事のリスクを定量的に把握

投資審査・管理グループ

投資管理機能
大型投資案件のモニタリング
投資審査機能
大型投資の審査

対象案件のモニタリング・フォロー

対象案件の精査

SBU

SBUのリスク管理
審査プロセスに
フィードバック
（審査機能強化）

受注審査機能

投資審査機能

連
携DoPlan

check

Action

連
携

支
援 支

援

check

check

プロジェクトリスクマネジメント部事業領域

ソリューション案件
増加

モニタリング結果
（リスク要因）

執行役員
プロジェクトリスクマネジメント部長

吉田  光豊
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　投資案件においても、主要マイルストーンとそこで満

たされるべき条件や、経済的な損失を最小限にして撤退

するための出口条件も、投資前審査の段階で設定してい

ます。事業戦略や方針との整合性、競争優位性、投資枠

のほか、投資総額と年間投資額、投資回収計画などにつ

いても厳正に審議しています。投資開始後は計画どおり

進んでいるか事業領域のリスク管理部門と連携し、モニ

タリングを行なっています。

事業領域や海外拠点との連携
　2017年度より、当部門の発足と同時に、各事業領域側

にもリスク管理を担当する組織が設けられました。手掛

ける製品によってプロジェクトの進め方や専門性が異な

ることから、各事業領域とのコミュニケーションを深め

ることで、リスク管理のポイントを共有し、審査・モニタ

リングの質を高めています。また、海外案件においては、

米国ならニューヨーク、東南アジアならシンガポールと、

各地域拠点とも連携を図り、地域事情に精通したメンバー

との協働体制を敷いています。

2017年度の振り返りと今後の課題
　現時点で、2016年度以降に受注しているプロジェクト

に関しては大きな下振れにつながる要素が見受けられて

いないことから、受注前審査の強化がリスクの低減に効

果を発揮していると評価しています。一方で、モニタリ

ングについては、内在しているリスク要因の早期発見に

注力してきました。その結果、北米のプロセスプラント

案件など、下振れリスクが複数発見され、当期に損失を

計上するに至りました。

　下振れの原因の多くは、プロジェクト費用を見積もる

段階でリスクの特定とその対策が不足していることにあ

ります。そのため、実際に工事が進行してリスクが顕在

化した時に、予算とのギャップが生じることになります。

現在、下振れの撲滅に向けた対策として、これまでの経

験を反映したリスク項目の網羅的な洗出しと、徹底的な

潰し込みに力を注いでいます。今後は、製品ごとの特性

を織り込み、より精度の高い見積もり作成の支援にも取

り組んでいきます。

　プロジェクトや投資において、リスクのないものはあり

ません。二度と大きな下振れを発生させないよう、審査

品質の向上によるリスク要因の排除と、現場との緊密な

コミュニケーションによるリスクの早期発見と最小化に

最善を尽くしてまいります。

2013 2014 2015 2016 2017

200

400

600

800

1,000

0

2013 2014 2015 2016 2017

（億円）

営業利益の期初計画／期末実績の差異

大型プロジェクトにおける下振れ発生件数の推移

※  モニタリングを実施している大型プロジェクトについて、見積もり時とプロジェク
ト実行時の費用に比較的大きな差異が生じた下振れ事象の件数を表しています。

 期初計画　  期末実績

（年度）

（年度）
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ROIC改善を重視した施策に取り組み、「キャッシュ
創出」の増大を目指します
　中期経営計画「グループ経営方針 2016」では、2018年

度に営業利益率 7%、ROIC※ 110%、D/Eレシオ※ 20.7倍以

下をそれぞれ経営目標とし、収益基盤の強化によって中長

期的に 10%以上の ROE※ 3を確保することを目指してい

ます。I H Iグループは、従来はどちらかというと収益額に

重きを置いた経営をしてきましたが、本中期経営計画から

は、事業の最終目標ともいえる「キャッシュ創出」という

視点を加え、資本に対するリターンの増加、すなわち資本

効率性を表す ROEや ROICといった指標を重視するよう

にしています。

I H Iらしい事業の「集中と選択」を進めます
　「グループ経営方針 2016」では、25の SBUを事業ポジ

ションに応じて 5つの将来ミッション区分に分類し、さら

に最適な事業ポートフォリオを追求するため、優先的に経

営資源を投入する「優先投資指定」と、市場魅力度、保有

資産などを勘案し将来の事業性に懸念のある「再生・再編

指定」の 2つのカテゴリーを設定しています。このように

事業ごとのミッションを明確にすることで、集中と選択を

すみやかに決断できる仕組みを作っています。

　多様な SBUを有することに対して、一部の投資家の方々

からは、経営資源の最適配分が困難なのではないか、と

のご指摘をいただくことがあります。しかし、例えば現

在の主力である航空エンジン事業は、収益化までに非常

に長い年月を要するビジネスモデルであり、幅広い事業

に分散投資をしながらじっくりと育てるという、わたした

ちの投資戦略でこそ育成ができたと言えます。25という

SBU数は多過ぎるかもしれませんが、将来のコア事業を

育てるためには、ある程度の分散投資を継続することは

重要と考えます。

キャッシュ・フロー創出を重視し、早期に、そして
長期的な株主価値の向上を目指します
　I H Iグループが本来理想とする資本政策は、期中に創出

したキャッシュをそのまま保有するよりも、株主の皆さま

への配当、従業員への報酬、そして成長投資等へ振り分け

ることです。株主配当は、基本的には安定配当という方針

で、1株当たり年間 60円の配当を実施してきました。現

在の年間投資金額は事業戦略による若干の変動はあります

が、基本的には今後も設備投資・研究開発投資・投融資と

して約 1,000億円超の水準を維持していく方針です。

　株主価値のさらなる向上のための原資として、早期に営

業利益 1,000億円を突破したいと考えています。これを達

成すれば、株主配当や成長投資の実施に加えて、借入金の

返済を十分に進めることができます。その結果、財務体質

の強化が進めば、財務の信用格付け向上が望めるようにな

り、成長投資に振り向けるためのより良質な資金の調達が

可能になります。こうした好循環に入ることで、株主還元

方針の再検討など、株主価値のさらなる向上に向けた施策

の実行も可能になると考えます。ステークホルダーの皆さ

まには、引き続きご支援を賜りますようお願い申しあげます。

収益基盤の強化に向けて、
全事業領域を通じた
資本効率の改善に注力します。

取締役　常務執行役員　財務部長

山田  剛志

2016年度 2017年度 2018年度目標

営業利益率 3.2％ 4.5％ 7.0％

営業利益 473億円 722億円 ―
ROIC

（投下資本利益率）※ 1 5.0％ 7.7％ 10.0％
D/Eレシオ

（負債資本倍率）※ 2 1.10倍 0.92倍 0.7倍以下
ROE

（自己資本利益率）※ 3 1.6％ 2.6％ ―

自己資本比率 18.8％ 19.9％ ―

※ 1　税引後（営業利益＋受取利息・配当金）÷（自己資本＋有利子負債）
※ 2　有利子負債残高÷純資産
※ 3　親会社株主に帰属する当期純利益 ÷（前期末・当期末平均　自己資本）

主要財務指標（太字：「グループ経営方針2016」における経営目標）
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●  資源・ エネルギー・ 環境事業
●  社会基盤・海洋事業
●  産業システム・汎用機械事業
●  航空・宇宙・防衛事業
●  その他・調整額

3,780億円
25%

6,485億円
41%

2,061億円
13%

1,610億円
10%

5,330億円
34%

1,639億円
11%

4,740億円
32%

4,638億円
31% 受注高比率

（2017年度実績）

15,050億円

受注残高比率
（2017年度実績）

15,671億円

その他・調整額
251億円
2%

その他
184億円
1%

売上高比率
（2017年度実績）

15,903億円

プロセスプラント

9%

橋梁・水門

4%

車両過給機

14%

回転機械

3%

運搬機械

2%

航空エンジン

25%

パーキング

3%
熱・表面処理

3%

都市開発

1%

F - LNG

1%

ボイラ

9%

陸舶用原動機

4%

原子力

2%

原動機プラント

2%

その他 5%社会基盤・海洋
1,545億円

10%
産業システム・汎用機械

4,590億円

29%

航空・宇宙・防衛
4,637億円

29%

資源・エネルギー・環境
4,904億円

31%

その他 4%

その他 5%

その他 4%

その他・調整額
226億円

1%

※各項目の金額は億円未満を四捨五入しているため、各セグメントの合計が100%にならない場合があります。
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資源・ エネルギー・ 環境事業 社会基盤・海洋事業 産業システム・汎用機械事業

プロセスプラントにおい
て大型プロジェクトが進
捗したことや、ボイラの
増収により、増収となり
ました。

シールドシステムにおい
て事業統合の効果や工事
進捗に伴う増収があった
ものの、F- LNG・海洋構
造物や交通システムの減
少により、減収となりま
した。

車両過給機の中国向け販
売台数が増加したことな
どにより、増収となりま
した。

売上高 売上高 売上高

ボイラにおいて前期の採
算悪化の影響が解消され、
当期に増収の効果はあっ
たものの、プロセスプラ
ントの採算悪化により、
赤字幅が拡大しました。

前期に計上した F- LNG・
海洋構造物の赤字が解消
したことなどにより、営
業黒字となりました。

車両過給機の中国向け販
売台数が増加したことな
どによる増収の影響によ
り、増益となりました。

営業利益 営業利益 営業利益

受注高は、原子力やプロ
セスプラントにおいて減
少したものの、ボイラに
おいてバングラデシュ向
け案件を受注したことな
どにより、増加しました。

受注高は、シールドシス
テムにおいて減少したも
のの、橋梁・水門でルー
マニアブレイラ橋やムン
バイ湾横断道路橋を受注
したことにより、増加し
ました。

受注高は、車両過給機や
熱・表面処理において増
加しました。

受注高、受注残高 受注高、受注残高 受注高、受注残高

設備投資額、減価償却費 設備投資額、減価償却費 設備投資額、減価償却費
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航空・宇宙・防衛事業

民間向け航空エンジンに
おいて、販売台数が減少
したことにより、減収と
なりました。

※ 従業員数は就業人員数（ I H Iグループからグループ外への出向者を除き、グループ外から I H I グループへの
出向者を含む。）であり、臨時従業員数については、従業員数の 100分の 10未満であるため記載していません。

売上高

新型の PW1100Gエンジ
ンの販売増加による影響
や販管費の増加はあった
ものの、民間向け航空エ
ンジンのスペアパーツの
増加や為替の好転などに
より、増益となりました。

営業利益

受注高は、防衛機器シス
テムや、前期に一括受注
があった防衛省向け航空
エンジンにおいて減少し
たものの、民間向け航空
エンジンにおいて増加し
ました。

受注高、受注残高

設備投資額、減価償却費

0
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4,6374,7195,002
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（億円）

0
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601

530
584

2015年度 2016年度 2017年度

（億円）

● 産業システム・
汎用機械
9,946名

33%

● 航空・宇宙・防衛
6,463名

21%

● 全社（共通）
970名

3%

事業領域別
従業員数

（2018年3月31日現在）

29,706名

● 資源・エネルギー・環境
7,579名

26%

● 社会基盤・海洋
2,290名

8%

0

80

160

240
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158 160162

2015年度 2016年度 2017年度

（億円） ■ 設備投資額  ■ 減価償却費
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5,156

4,6384,515
5,410 5,3305,110

2015年度 2016年度 2017年度

（億円） ■ 受注高  ■ 受注残高

海外拠点

海外事務所

欧州
1 パリ事務所
2 モスクワ事務所
3 イスタンブール事務所
アフリカ
4 アルジェリア事務所
中東
5 ドバイ事務所
アジア・大洋州
6 ニューデリー事務所
7 バンコク事務所
8 ハノイ事務所
9 クアラルンプール事務所
10 ジャカルタ事務所
11 北京事務所
12 台北事務所
13 ソウル事務所

地域統括・拠点会社

米州
14 I H I INC.
15 I H I Power Generation Corp.
16 I H I Power Services Corp.
17 I H I do Brasil Representações Ltda.

欧州
18 I H I Europe Ltd.

アジア・大洋州
19 I H I ASIA PACIFIC PTE. LTD.
20 I H I ASIA PACIFIC (Thailand) Co., Ltd.
21 I H I ASIA PACIFIC PTE. LTD. Yangon Branch
22 I H I (Shanghai) Management Co., Ltd.
23 I H I (HK) Ltd.
24 I H I Taiwan Corporation
25 I H I ENGINEERING AUSTRALIA PTY. LTD.

1

2

3

5
6

7

8

9

10

11

12

13

14
15

17

16

18

19

25

2021

23 24

22

4

● その他
2,458名

8%
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地球環境の保全と安定的なエネルギー供給の両立
を目指す
　わたしたちは、人びとの生活に欠かせないエネルギーを安

定供給すると同時に、環境負荷を低減するという社会的責任

を負っています。石炭や天然ガス、原子力、再生可能エネル

ギーといった多様なエネルギー源を扱う技術を強みとして、

人と地球に最適な製品・サービスを、ライフサイクル全般に

わたって提供することに取り組んでいます。

2017年度の振り返りと 2018年度以降の取り組み
　2017年度は、世界的なプラント建設需要の減少等の影響

もあり、当事業領域では受注が計画比で大幅な未達となりま

した。

　課題となっている大型プロジェクトの損益下振れ防止への取

り組みについては、プロジェクトリスクマネジメント部との連

携によりモニタリングの徹底を図りました。また、過去の下振

れを洗い出して原因を分析することで、業務プロセスを大幅に

改善し、下振れ撲滅の地盤を固めることができました。その反

面、北米の大型プラントプロジェクトにおいて下振れが発生し、

営業赤字脱却には至ることができませんでした。

　2018年度には、受注獲得に向けてコスト競争力を高める

べく、設計費、調達費、建設費の見直しを更に進めていきま

す。それに加えて、受注量の変動に応じて、設備投資や、研

究開発費、人材といった経営資源の配分を柔軟に変更できる

体制に改めました。これらの施策を着実に実行することで、

2018年度こそは、営業赤字からの脱却を実現します。

I H Iグループの技術とネットワークで、
お客さまとの新たな関係を築く
　2018年度には、事業領域直下に、事業開発機能と営業統

括機能を統合した事業開発部を新設しました。ここでは、事

業領域の視点でお客さまのニーズを広くとらえ、お客さま価

値の実現に向けた開発を進め、早期事業化に取り組んでいま

す。現時点では、再生可能エネルギー関連を中心とした 30

件ほどの案件が動いています。

　また、最近では海外へのビジネス拡大を目指すお客さまを

サポートさせていただくことも増えています。長年にわたる

海外でのプラント建設の実績や、世界各地のネットワークを

活かし、パートナーとしてお客さまの役に立てることを大変

嬉しく思っています。もちろん、設備の建設のみではなく、

メンテナンスや予防保全といった製品のライフサイクル全般

にわたって、お客さまの長期的なパートナーとして、設備の

最適な運営による効率化と収益の最大化に寄与するべく、尽

力していきます。

燃焼技術などの強みを活かし、
低炭素社会の実現に貢献する
　低炭素社会の実現に向けたグローバル社会の要請は一層強

まっています。一方、安価で安定供給できる化石燃料による

電力を必要とする地域・お客さまのニーズもあります。こう

した状況を踏まえ、わたしたちの得意とする「燃料を効率よ

く燃焼させる技術」を活かした新しいエネルギー供給に取り

組んでいます。具体的には、ボイラの燃料として石炭ととも

代表取締役副社長
副社長執行役員
資源・エネルギー・環境事業領域長

大谷  宏之

エネルギー需要の多様化に応えながら、
お客さまに最適なソリューションを提供する

事業戦略

資源・ エネルギー・ 
環境
[提供する製品・サービス ]  
ボイラ、陸用原動機プラント、中型原動機、大型原動機、
プロセスプラント（貯蔵設備、化学プラント）、
原子力（原子力機器）、環境対応システム、医薬プラント
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にバイオマスやアンモニアを用いることによって、CO2排出

を削減する取り組みを進めています。

　2018年 3月に竣工した日本製紙株式会社石巻工場のバイ

オマス混焼発電所では、燃料として最大 30%の木質系バイ

オマス燃焼を混ぜることができ、バイオマス発電として国内

最大の発電能力となります。

　また、出力が天候に左右される再生可能エネルギー設備に蓄

電池やガスタービンを組み合わせ、需要変動に応じた最適な

稼働を行なうエネルギーマネジメントの提案も始めています。

将来に向けては、水素エネルギーの利用拡大を視野に入れ、褐

炭から水素を取り出す研究開発が一定の成果を出しています。

　わたしたちは、長年培った技術やグループの総合力でエネ

ルギーの安定供給と環境負荷の低減という使命を果たし、持

続可能な社会の実現に貢献していきます。

優先投資指定のSBU

100メガワットのガス焚き複合火力発電所を
モザンビーク共和国に建設
　当社と住友商事株式会社は、モザンビーク共和国の国営
電力公社より、イニャンバネ州テマネにおけるガス焚き複
合火力発電所の建設を受注しました。同国では今後ガス火
力発電が主要電源になると
考えられており、首都のマ
プトに続く、２案件目の同
タイプ発電所の建設となり
ます。

経済成長の続くアフリカ地域
電力インフラの整備がさらなる成長の鍵
　モザンビーク共和国を含むサブサハラ・アフリカ（サハラ砂漠
以南地域）は、経済成長率約 4％という、高成長の続いている

新興国の経済成長をエネルギーインフラで支える
ーモザンビーク電力公社向け  ガス焚き複合火力発電所建設工事の契約締結ー

地域です。一方で、電力インフラの整備が不十分で、電力供給
の不足が成長の制約要因の 1つとされています。
　わたしたちは世界最高水準の発電用タービン技術を活か
して、同地域の電力インフラの整備に寄与し、共に成長発
展していくことを目指しています。

「お客さま運用支援センター」がプラントの運転を
24時間サポート
　エネルギー供給インフラ設備は、常に安定的な運用を求
められており、お客さまにとって最小限のコストで安定運
用を実現することが重要です。
　わたしたちは、「お客さま運用支援センター」にて世界各国
で稼働するプラントを 24時間モニタリングし、故障の予兆が生
じたときの未然防止やトラブル発生時の早期復旧に取り組んで
います。定期整備や日々の運営支援サービスと合わせ、ライフ
サイクル全般にわたる支援を行なっていきます。

わたしたちは製品・サービスの
提供を通じて SDGsの目標の
達成に貢献します。

モザンビークに設置する発電所の CG

I H I本社「お客さま運用支援センター」
国内外のプラントの運用状況を24時間監視し、本社技術者と国内外の整備拠点が情報共有と迅速な対応を行なうための拠点として機能します。

I H I

発電プラント

お客さま 他のプラント

予防保全システム

「あいモニタ」システム構成イメージ

運転データ
運転データ

データサーバ

I H I 社内
WAN

インターネット
常時接続

データの流れ

制御システム

ガスタービン

サイト通信装置
イーサ

ネット

技術者端末

営業利益・営業利益率

SBU 主な施策

ボイラ
● 品質管理体制の強化・再構築
● 海外新興国への展開

陸用原動機プラント
●  予防保全・遠隔モニタリングを活かした整備事業の
拡大

中型原動機 ● 海外陸用発電市場での受注拡大
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● 営業利益率（左軸）
■ 営業利益（右軸）

前提レート 108.27 円 /$ 111.00円 /$ 105円 /$
売上高（参考） 4,273 億円 4,904 億円 3,900 億円

（%） （億円）
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持続的成長に向けたわたしたちの使命と、
事業戦略遂行を支える強み
　社会基盤・海洋事業領域では、社会インフラの整備やセキュ

リティ分野、海洋開発、都市開発などの分野で事業を行ない、

特に、橋梁およびトンネルを掘削するシールドマシンについ

ては多数の実績を有しています。これらの事業を通じ、社会

と人々の安全・安心な暮らしの礎となるインフラを築いてい

くことがわたしたちの使命です。

　当事業領域の特徴は、多くのプロジェクトが現地の環境に

合わせたオーダーメイドの工事であり、案件によっては数年

にもわたる大規模プロジェクトとなることです。プロジェク

トでは、個別案件の状況、お客さまの希望などを適切に設計

に反映させることや、現地の特性に合わせた適切な据え付け

を行なうことが求められます。これらに対応できる一貫した

ものづくりの力がわたしたちの強みです。

2017年度の振り返りと 2018年度以降の取り組み
　2017年度は、当領域のほぼすべての事業で業績を改善す

ることができました。

　特にこれまで営業利益の下振れ要因になっていた F-LNG（浮

体式洋上天然ガス液化設備）は、ジャパン マリンユナイテッド

（株）との連携を強めたことによる工期短縮や、ICT化による

生産性向上などから、数値面にも大きな改善が見られています。

　主力の橋梁・水門事業については、国内では高度成長期に

建設されたものの老朽化が進んでいることから、大規模な修

繕の案件が増えています。一方、海外の新興国では新設案件

が多く、現地パートナーと連携しながら、ビジネスエリアの

拡大を図っています。

　また、リニア中央新幹線の計画は、シールドマシンやコン

クリートセグメント※ 1といったわたしたちの製品の総合力

が発揮できる案件です。各工場の生産能力向上に取り組み、

確実な受注につなげたいと考えています。

　都市開発事業は、現在建設中のオフィスやホテル等の複合施

設である「豊洲ベイサイドクロス」の完成をもって、東京都江

東区豊洲地区の再開発がおおよそ完成します。今後は、豊洲で

の実績を活かし、江東区砂町地区の工場跡地の再開発を進め

ていきます。

ICT化によってお客さま価値と生産性の向上を図る
　2018年度以降の取り組みにおいて鍵となるのは「お客さ

ま価値の向上」です。2017年度に新設した技術開発部では、

ICTや AI技術によるサービスの提供に取り組んでいます。

橋梁・水門、シールドマシンなど、アクセス困難な箇所の遠

隔監視による点検作業の負担軽減が、その一例です。また、

建設現場の管理でも、ICTの活用によりリアルタイムの進捗

管理が可能になっており、生産性向上だけでなく現場での働

き方改革も進むと期待しています。

パートナーと共にグローバルに社会インフラの整
備を担う企業グループへと成長
　今後、長期にわたる事業成長を成し遂げるために、グロー

バル展開の加速が必要です。目標としては、現在 10％程度

パートナーと共にグローバルに社会インフラの整備を担う
企業グループへと成長する

事業戦略

社会基盤・海洋
[提供する製品・サービス ]  
橋梁・水門、シールド掘進機、交通システム、コンクリート建材、
都市開発（不動産販売・賃貸）、
F-LNG（フローティング LNG貯蔵設備、海洋構造物）

常務執行役員
社会基盤・海洋事業領域長

國廣  孝徳
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の海外収益比率を、2021年までに 40～ 50％に引き上げて

いきたいと考えています。

　海外の案件では、国によって異なる文化やルールの理解が必

要となるため、現地パートナーの協力が欠かせません。特に、

海外では橋梁のみの建設からコンセッション型ビジネス※ 2に移

行しつつあり、現地での長期的な関係性と最適なサプライチェー

ンの重要性は高まっています。2018年の着工に向けて準備が

進むインド・ムンバイのトランスハーバーリンク橋、ルーマニアの

ブレイラ橋の両案件でも、現地企業と連携しながら進めています。

　わたしたちは、グローバルで交通インフラのライフサイク

ルを担い、安全と安心を支える会社となることを目指し、パー

トナーと共に成長していきます。

※ 1 コンクリートセグメント：トンネル壁面に設置するコンクリート製ブロック
※ 2  コンセッション型ビジネス：建設に加え、運用開始後の保守、メンテナンスを含

めて一括で請け負い、長期にわたって維持管理・運営にも関与する方式の事業

SBU 主な施策

橋梁・水門

● 保守・保全事業でのソリューションの提供
● 海外インフラ輸出など
● ICTの活用による生産性改善

優先投資指定のSBU

経済発展が続く新興国のインフラ整備需要
　中国や東南アジア、インド、アフリカなどの経済発展が
著しい新興国では、今後、都市化がさらに加速すると考え
られていることから、大規模なインフラ整備需要が高まっ
ていくことは間違いありません。わたしたちは、これまで
ベトナムの日越友好橋（ニャッタン橋）、トルコのイズミッ
ト湾横断橋（オスマン・ガーズィー橋）などの建設を手掛
けており、今後も新興国でのインフラ整備への参画を計画
しています。

強みを活かしたコンソーシアムの組織
　日本国内と事情の異なる新興国で円滑にプロジェクトを
推進するため、現地の商文化・ルール・サプライチェーン
の事情に精通した企業とパートナーシップを結んでいます。
ムンバイ都市圏開発庁が発注したムンバイ湾横断道路のプ
ロジェクトでは、インド最大手のゼネコンであるラーセン
＆トゥブロ社とコンソーシアムを組織しました。

パートナーと共に日本の技術を世界へ広げる
ーインド ムンバイ湾横断道路の道路橋建設工事を受注ー

インド ムンバイ湾横断道路
約10kmの海上道路建設に高い技術力で対応
　（株）I H Iインフラシステムを含むコンソーシアムが受注
した海上道路橋は、ムンバイ市で進められている総延長約
22㎞の海上道路を建設するプロジェクトの一部です。この
橋の完成により、ムンバイ市と湾を挟んだ対岸のナビムン
バイ市の間の移動時間は大幅に短縮される予定で、交通渋
滞の緩和や CO2排出量の削減が期待されています。わたし
たちは橋梁を形作る箱桁の製造、輸送などを担当しますが、
常に潮風にさらされる海上道路橋であるため、箱桁には錆
止め効果のある重防食塗装を施します。この塗装はインド
で初めて採用されるものとなります。わたしたちは日本の
高い技術力で安全・安心なインフラ整備に貢献します。

 中国
 東南アジア

 サブサハラアフリカ
 インド

主要新興国・地域の都市化率

　予想される新興国の急速な都市化
新興国では急速な都市化が予想されており、社会インフラ整備の需要
が増大すると期待される。

（%）

ムンバイ湾横断道路 完成予想図
出典：Mumbai Metropolitan Region Development Authority

備考：2020年以降は推計値
資料：United  Nations Urbanization Prospectsより経済産業省作成

わたしたちは製品・サービスの
提供を通じて SDGsの目標の
達成に貢献します。

営業利益・営業利益率
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FY2016（実績）
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● 営業利益率（左軸）
■ 営業利益（右軸）

前提レート 108.27 円 /$ 111.00円 /$ 105円 /$
売上高（参考） 1,577 億円 1,545 億円 1,500 億円

（%） （億円）
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事業領域の現状と目指す姿
　産業システム・汎用機械事業領域は、物流・産業システム、

運搬機械、パーキング、熱・表面処理、車両過給機、回転機

械、農機・小型原動機の 7つの SBUを有し、産業の現場で

欠かせない多種多様な製品を提供しています。

　このたび、事業領域ビジョンとして、注力すべき分野を「マ

ニュファクチャリング（ものをつくる）」「モビリティ（ひと

をうごかす）」「ロジスティクス（ものをうごかす）」の 3つ

と捉え、世の中におけるさまざまな非効率さの解消によって、

社会課題の解決を目指すことを使命として掲げました。

2017年度の振り返りと 2018年度以降の取り組み
　2017年度の業績は、ターボチャージャーの販売台数が増

加したこと、熱・表面処理の受注が上振れしたことにより、

売上、営業利益とも期初想定を上回る増収増益となりました。

しかし、まだまだ個別の製品の「モノ売り」に支えられてい

る部分が大きいことは否めません。改めて、事業の収益構造

を分析した結果、製品単体の販売よりも、製品を納入した後

のメンテナンスや部品交換、受託加工といったサービス、す

なわち「コト売り」のほうが、収益力が高く、伸ばすべき余

地があることが明確になりました。

　2018年度は、全社重点施策でもある「お客さま価値創造

に向けてビジネスモデルを変える」を実現すべく、「モノ売り」

から「コト売り」への転換を加速させます。

ビジネスモデル変革に向けたさまざまな取り組み
　約 10,000人の人材が海外と国内にほぼ半々に配置され、

グローバルなネットワークが構築されていることも特徴の一

つです。これまでは個別の製品の販売が主でしたが、現地で

のアフターサービス事業を拡大するため、多様な製品に対応

できるサービス拠点を設けることも含め、事業領域内外の連

携をさらに強めることも必要です。

　また、「コト売り」を強化する取り組みとして、関西電力

株式会社との共同研究による「IoTを活用した揚運炭設備の

運用高度化サービス」があります。過去に納入した揚運炭設

備に当社独自のリモートモニタリング共通プラットフォーム

「ILIPS®」（アイリップス）を導入して設備の稼働状況を監視

するもので、これまで人手に頼っていた日々の点検業務を省

人化することは、お客さま価値の向上につながります。

世の中の変化に対応した新たな技術開発
　ターボチャージャーについて言えば、環境対応を目的とし

たダウンサイジングエンジンの普及に伴って、市場は当面拡

大基調が継続すると考えています。そのため、お客さまのニー

ズに合わせた新機種の開発を進めるとともに、ハイブリッド

カー向け電動ターボチャージャーの開発も進めています。一

方、2017年度に新設した事業開発部では、電気自動車向け

の非接触型給電システムなどの技術開発を進め、変化するお

客さまのニーズに応えていきます。

　また、AI（人工知能）の進歩が急速に進む中、技術開発本

部や米ベンチャーと協力し、物流倉庫で段ボールなどの荷下

「モノ売り」から「コト売り」へ、
お客さまへの提供価値強化に向けて、ビジネスモデルを変える

事業戦略

産業システム・
汎用機械
[提供する製品・サービス ]  
物流・産業システム（物流システム、産業機械）、
運搬機械、パーキング、熱・表面処理、車両過給機、
回転機械（圧縮機、分離装置、舶用過給機）、
農機・小型原動機、製鉄機械、製紙機械

取締役
常務執行役員
産業システム・汎用機械事業領域長

長野  正史
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ろしを行なうロボットシステム（ I H Iデパレタイズシステ

ム）を開発しました。高齢化や人手不足といった社会課題を

解決する手段として、こうした無人化・省人化のニーズは非

常に高まっていると考えています。

　わたしたちの強みは、多種多様な製品群と、幅広い業種の

お客さまとのネットワークです。これらを活かし、「モノ売り」

から「コト売り」へのビジネスモデル変革により収益構造を

改革します。さらにオープンかつグローバルなパートナー

シップを築くことで、お客さまの課題解決に向けた提案力を

強化していきます。

SBU 主な施策

車両過給機 ● グローバル事業体制の高度化

回転機械 ● グローバルな「コト売り」の拡大と事業体制の改革

パーキング ● メンテナンス用ストックの拡大、海外展開

熱・表面処理 ● 熱・表面処理の受託拠点強化

優先投資指定のSBU

物流業界で深刻化する人手不足を解消
　スマートフォンの普及により、インターネット通販の利
用規模拡大が続いており、物流業界の人手不足は深刻化し
ています。中でも、物流会社の配送センターにおける荷物
の荷揚げ（パレタイズ）・荷下ろし（デパレタイズ）は重労
働のため作業者の確保が困難になることが見込まれ、ロボッ
ト導入による無人化・省人化が急務となっています。
　しかしながら、従来のデパレタイズ（荷下ろし）ロボッ
トは、取り扱う荷物の画像、積み付け方法などの事前登録
が必要で、サイズの異なる荷物の混在するパレットなどに
は対応できませんでした。

米ベンチャー企業と共同開発して処理能力大幅向上
　I H Iグループのロボット制御技術と、パートナーである
米国のベンチャー企業 Kinema Systems社の３D ビジョンや

AI技術との組み合
わせによって、世
界で初めて AI 搭
載のデパレタイズ
システムの開発に
成功し、販売を開
始しました。
　I H I のデパレ
タイズシステムで
は、AI による物
体認識技術を採用
して、段ボールの
位置、サイズ、向
きを認識すること
で、さまざまな荷
姿や混載パレットに対し適切な荷下ろしを実現し、作業処
理能力は 1 時間当たり 450 個と、従来より 30％向上させま
した。

パートナーシップにより社会課題の解決に貢献
　わたしたちは、培ってきた制御技術やロボティクス技術
を活用して、強みを活かしあえるパートナーと共に物流シ
ステムやものづくりの高度化に取り組み、社会課題の解決
に貢献していきます。

システムの構成イメージ図

AI 技術で物流業界の人手不足解消に貢献
ー世界初、AI搭載のデパレタイズシステムを共同開発ー

3D/2Dカメラ

・段ボールサイズ
・段ボール位置

AI搭載
ロボット制御装置

周辺機器
制御装置（PLC）

倉庫管理
サーバ

ロボット
駆動装置

AIによる
物体認識

わたしたちは製品・サービスの
提供を通じて SDGsの目標の
達成に貢献します。

営業利益・営業利益率
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● 営業利益率（左軸）
■ 営業利益（右軸）

前提レート 108.27 円 /$ 111.00円 /$ 105円 /$
売上高（参考） 4,116 億円 4,590 億円 4,400億円

（%） （億円）

AI搭載のデパレタイズシステム
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持続的成長に向けた役割と事業戦略
　航空・宇宙・防衛事業領域は、民間および防衛向け航空エ

ンジン、ロケットシステムや宇宙利用、防衛機器システムな

どを提供しており、特に航空エンジンでは日本の生産の大半

を担うリーディングカンパニーです。これらの事業を通じて、

安全快適で環境にやさしい空の交通や、日本の安全保障への

備え、そして人類の夢である宇宙利用の拡大・発展に貢献す

ることがわたしたちの使命です。 

　わたしたちの特徴は、I H Iグループの中では比較的量産

型の生産が主、かつ需給調整が難しい製品を扱っている、と

いうことです。その中で、生産を効率化しキャッシュ・フロー

を創出するためには、お客さまやサプライチェーンを巻き込

んだ、チーム連携を基軸とした事業経営が必要であり、これ

がまさにわたしたちの強みでもあります。

2017年度の振り返りと 2018年度以降の取り組み
　2017年度の売上高は、民間向け航空エンジンの新機種へ

の移行に伴う販売台数減少により減収でしたが、スペアパー

ツ増加や為替好転などにより、営業増益となりました。

　民間向け航空エンジンは、先行投資でエンジン本体の開発

を行ない、量産を開始します。その後、整備やスペアパーツ

販売などで長期にわたって投資の回収を行ない、更に利益を

積み上げていくというビジネスモデルです。長期的な成長持

続に向けた基盤づくりとして、「Passport20」や「GE9X」な

どの新しいエンジンの開発にも参画中です。これらの開発投

資を進めるため、2018年度から数年の利益は踊り場を迎え

ると見ています。しかし、これらは必ず次なる成長につなが

る投資だと確信しています。

　防衛向け航空エンジンも、スペアパーツ販売が順調に推移

しました。一方、航空自衛隊の最新鋭戦闘機 F-35Aに搭載

する「F135ターボファンエンジン」の生産体制整備とともに、

防衛省の主契約者として、2018年 6月には将来戦闘機用エ

ンジンのプロトタイプ納入も果たしました。

　ロケットシステム・宇宙利用では、民間利用の促進に向

け、衛星搭載能力向上に向けた技術開発に取り組んでおり、

2018年 1月には、能力向上型イプシロンロケット 3号機の

打ち上げに成功しました。

新しいソリューションの提供により、
事業を通じて社会に貢献
　宇宙利用分野では、衛星データを活用したソリューション

に対する社会の期待が高まっています。これに対応すべく、

わたしたちは世界中の船舶位置情報を提供するサービスを開

始し、安全で効率的な海上交通の実現に取り組んでいます。

また、今後は I H Iグループの持つ幅広い事業と組み合わせて、

長期気象予測や森林火災の早期検知などさまざまな衛星デー

タ利用サービスにも取り組む予定です。

市場のニーズに応え、
パートナーと共にさらなる飛躍を目指す
　増大する民間向け航空エンジンの需要に応えて、2016年度

には相馬第一工場（福島県）に、複合材部品を製造する、最先

取締役
常務執行役員
航空・宇宙・防衛事業領域長

識名  朝春

空、そして宇宙へ
世界のパートナーと共に拡大するニーズに応えていく

事業戦略

航空・宇宙・防衛
[提供する 製品・サービス ]  
航空エンジン、ロケットシステム・宇宙利用、
防衛機器システム
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端技術を取り入れた専用加工棟を新設しました。迅速で効率的

な技術開発やエンジン設計のために、現在昭島事務所（東京都）

を拡張して機能を集約しているところです。また、整備事業

の拡大に対応して、瑞穂工場（東京都）では、PW1100G-JM

エンジンの分解・組立専用棟を建設しました。更なる整備事業

拡大のため、新しい工場の建設も計画しているところです。

　同時に、生産性倍増を目標に、ものづくりへの IoT 導入（ス

マートファクトリー化） を進めています。人と物と設備がデ

ジタルデータにより効率的につながる仕組みを構築し、設備

稼働率や作業効率の向上を図っています。

　成長市場のニーズを取り込んで、お客さまやパートナーと

共に、わたしたちはさらなる飛躍を目指します。

優先投資指定のSBU

　世界の航空旅客需要は今後も堅調に推移し、おおよそ 20

年後には現在の約２倍の航空機が必要になると言われてい
ます。こうした航空機の市場成長を確実に取り込んでいく
ために、価値の高いものづくりへと進化していかなければ
なりません。わたしたちは、より安全で快適、安価な航空
輸送を目指し、独自のものづくり技術の開発に取り組んで
います。

炭素繊維強化複合材料（CFRP）
　エンジンの推進力（推力）を生み出す大型のファン部品に、
軽量で高い強度の CFRP材料を適用すべく技術開発を行な
い、最新鋭のPW1100G-JMエンジンに採用しました。これ
により大幅な軽量化を図るとともに、エンジンの燃費改善
や低騒音化を実現しています。

セラミックス基複合材料（CMC）
　ファンの軽量化に加え、エンジンの燃費改善を実現する
キーテクノロジーとして、タービン部品への適用を目指し、
軽量・高耐熱性の新素材であるCMCの開発を進めています。
世界中のエンジンメーカーがしのぎを削る中で、１日も早
い実用化のために、素材メーカーや国内研究機関と共同で
開発を加速しています。

三次元積層造形技術（3Dプリンタ）
　近年世界的に注目されている 3Dプリンタによる、ものづ
くり技術開発にも取り組んでいます。
　3Dプリンタは、製造できる形状の自由度が高い、少量生
産の場合の製造コストが低い、製造期間が短縮できるといっ
た優れた特徴があり、部品設計や開発
期間に革新的な進歩をもたらす可能性
を持っています。すでにロケットター
ボポンプ大型部品の造形を実証するな
ど、航空宇宙ものづくりの革新に向け、
当技術の開発を強力に進めています。

独自の先端技術で、より安全で快適、安価な航空輸送に貢献
－航空エンジン向け新素材・新技術の開発－

航空エンジンのカットビュー

CFRP製ファン構造案内翼 CMC製タービン部品

CFRP製ファンケース

営業利益・営業利益率
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● 営業利益率（左軸）
■ 営業利益（右軸）

前提レート 108.27 円 /$ 111.00円 /$ 105円 /$
売上高（参考） 4,719 億円 4,637 億円 5,000億円

SBU 主な施策

航空
エンジン

● 新規量産エンジンの生産体制整備とコストダウン
● 将来の戦闘機や民間機向けエンジンの開発推進
● 新材料や革新的生産技術などの分野における
独自技術力の強化

ロケットシステム・
宇宙利用

● H3ロケット・イプシロンロケットなどの新機種の開発遂行
● 宇宙利用技術をてこにしたソリューションビジネスの推進

わたしたちは製品・サービスの
提供を通じて SDGsの目標の
達成に貢献します。

3Dプリンタ製
ロケットターボポンプ部品

（%） （億円）
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資源・
エネルギー・
環境

航空・宇宙・
防衛

社会基盤・
海洋

産業システム・
汎用機械

3つの「つなぐ」機能によって
ビジネスモデルの変革を牽引する
　多様化するお客さまのニーズを確実に捉え、I H I

グループのビジネスモデルの変革を加速するために、
2013年 4月より事業を横断したグループ共通機能と
して「ソリューション・新事業」「高度情報マネジメン
ト」「グローバル・営業」の 3つの統括本部を設置し
ました。
　事業領域に蓄積されている技術やビジネスモデルと
グループ共通機能を有効につなぎ合わせることでイノ
ベーションを起こし、お客さまへ新たな価値を提供し
てまいります。

ソリューション・新事業
　「ソリューション・新事業」は、多様化するお客さ

ま価値や社会環境の変化に対応した全社的な事業課

題解決・事業創出を行なう役割を担っています。

　そのために、市場ニーズ起点で、関連する事業領

域またはグループ外リソースが保有する製品・サービ

ス・技術を組み合わせた事業開発に継続的に取り組

み、事業創出を推進していきます。

高度情報マネジメント
　「高度情報マネジメント」は、IoT、AI／機械学習

など最新の ICTを用いて、事業領域・SBUと共に

デジタルトランスフォーメーションを推進する役割を

担っています。

　グループ共通の IoTプラットフォームを展開し、お

客さまにおける製品の利用・運用に関するさまざまな

情報から、故障の予兆診断や最適運用、製品の最適

設計などの提案を行なっています。

グローバル・営業
　「グローバル・営業」は、国内・海外拠点の一体

運営により、I H Iグループのグローバル化、ビジネス

モデルの変革を加速させる役割を担っています。

　マーケティング機能と総合営業機能の一体化、官

民連携による案件組成、地域に根差した事業展開な

どにより、お客さまとの価値共創に取り組みます。

事業領域

事業と事業を「つなぐ」

製品・サービスとICTを「つなぐ」

グローバル市場と I H Iグループを「つなぐ」

グループ共通機能

お
客
さ
ま
価
値
の
創
造

ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
の
変
革

グ
ル
ー
プ
共
通
機
能

ソリューション・新事業
統括本部

高度情報マネジメント
統括本部

グローバル・営業
統括本部
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デジタルで広がる新たな価値
I H I グループのデジタルトランスフォーメーション

　「デジタルトランスフォーメーション」とは、あらゆる
ものをインターネットでつなぐ IoTや AIなどの技術に
よって、製品・サービスやビジネスモデルなどを変革し、
世の中に新たな価値を創造することを意味します。

　I H Iグループでは、製品の稼働情報をはじめとした
ライフサイクル全般にわたる情報を、独自の IoT共通
プラットフォーム（ILIPS®）に集約・解析しています。
それによって、I H Iだからこそできる故障予兆診断や
最適運転支援などの新たなサービスを生み出します。

データの収集
分析

IoTを活用した揚運炭設備の運用高度化サービス
ー お客さまと共同でフィールド試験を開始 ー

　I H I運搬機械（株）（IUK）は、電力分野で世界初
となる揚運炭設備の運用高度化サービスを共同開発
するため、関西電力株式会社と共同でフィールド試
験を開始しました。

　揚運炭設備は、船で運ばれた石炭燃料を発電用ボ
イラまでベルトコンベヤなどで運ぶ設備です。設備を
24時間連続して安定的に稼働させるために、これま
では 1日数回にわたって人による巡回点検を行なう
ほか、定期的な部品交換や修繕が必要でした。
　今回の試験は、関西電力舞鶴発電所の実際の設
備を用いて、お客さまと共同で行なっています。石炭
を陸揚げするアンローダを、インターネットを通じて
IoT共通プラットフォーム（ILIPS®）に接続し、設備

の稼働状況を見える化。AIが稼働データをリアルタ
イムに分析し、不具合事象の予兆を検出することでト
ラブルを未然に防ぎ、設備の安定稼働を実現します。
　さらに、石炭を運ぶベルトコンベヤについても、ベ
ルトの損傷やローラーの劣化状況を把握するための
センシング技術の開発を進めています。劣化状況に
応じてタイムリーな部品交換を行なうことで、コスト
や労力の最小化につながります。

　こうした設備の遠隔監視や故障予兆診断・予防保
全の取り組みは、わたしたちの提供するさまざまな設
備に適用できます。最新の IoTを駆使したサービスに
よって、社会インフラや各種プラント設備の安定稼働
やコストの削減などの課題解決に貢献していきます。

お客さま
価値向上

ILIPS

稼働状態の見える化
　最適運転をアドバイス

ベテランノウハウの知識化
　故障箇所の早期検出

故障予兆アルゴリズム
　機械・設備を止めない

データに基づく最適な保守
　ライフサイクルコストの最適化

スマートなものづくり
　納期短縮・品質向上

AIによる進化した製品
　お客さまのビジネスに新たな価値

社会基盤・海洋 航空・宇宙・防衛

産業システム・
汎用機械

資源・エネルギー・
環境

大型ボイラ 運搬機械

熱・表面処理

物流システム

航空エンジン

汎用ボイラ

バイオマス発電

原動機
交通システム

水門

オンライン上で
24時間監視

稼働状況に応じた
部品交換

人による巡回点検を
減らしたい

部品交換の
頻度を下げたい

事故を防ぎ
停止時間を短くしたい

予防保全サービスによる
運用時間の最大化

フィールド試験の概念図

関西電力株式会社舞鶴発電所にてお客さまと

課題 お客さまに提供する価値

ボイラ

ベルト
コンベヤ

運搬船 アンローダ

揚運炭設備

設備稼働データ
異常アラームなど

関西電力 故障連絡

復旧支援

サイロ

ＩＵＫ
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未来の社会が必要とする
技術の開発をさらに前へ、
そして速く。

技術戦略

研究開発をかつてない速さで進め
社会のニーズに貢献する
　技術開発における新たな価値の創造は、サービスや製
品の先にあるお客さまのニーズを理解し、それに応える
ことから生み出されます。その上で、必要な技術をタイ
ムリーに提供できるようにすることが、技術開発部門に
課されたミッションの本質であると認識しています。
　今は、世界の情勢やお客さまのニーズの変化がかつて
ない速さで変化する時代です。一方で、研究開発自体が
一朝一夕で成るものではないことには変わりがありませ
ん。ではこのギャップを埋めるためにはどうしたらよい
か。一つは、お客さまのニーズを先読みして研究開発を
始めること、もう一つはオープンイノベーションによっ
て自社に足りないところをパートナーと補完し合うこと
で、研究開発のスピードを速めることが必要だと考えて
います。

専任のワークスラボを新たに設立
事業領域とともに新分野へ挑戦
　2017年度は、お客さまが求める研究開発をさらに加速
していくため、優先度の高いテーマに集中的に対応する新
部門（ワークスラボ）を設置しました。ワークスラボでは「再
生可能エネルギー」、「電動化」ならびに「次世代ものづくり」
の 3つの分野において事業領域と連携して取り組みを進
めています。具体的には、「次世代ものづくり」では製造
工程の自動化の取り組みが進んでいます。例えば航空エ
ンジンの分野では、素材となる CFRP（炭素繊維強化複合
材料）の積層を自動で行なうプロセスがすでに実用化され
ており、受注量の増加に対応しています。もちろんこの成
果は自社のみでなくお客さまにも適用できるものです。

I H Iつなぐラボの活動を強化し
イノベーションの創出を加速
　オープンイノベーションの拠点として 2014年にオープ
ンした「I H Iつなぐラボ」は、国内外のさまざまな企業・

大学・研究機関の方々を日々お迎えしており、来場者数
は累計 1万人を超えています。
　I H Iつなぐラボでは、I H Iグループのシーズの紹介や、
わたしたちが求める技術をテーマにしたセミナーなどを
開催し、社外技術とのマッチングに取り組んでいます。
また、研究員とお客さまが直にコミュニケーションを交わ
す場としても機能しており、課題解決のための気づきや
技術開発の加速といった成果も得られています。
　わたしは、I H Iらしさというものを「お客さまの信頼
を絶対に裏切らない、ものづくりとエンジニアリングの企
業」であることだと考えています。時代の変化に先んじ
て自分たちも変わっていかなければ企業は生き残れませ
んが、大切な根幹の部分は変えてはなりません。お客さ
まに寄り添い、最後までとことん力を尽くす I H Iらしい
ものづくりを、これからも探求してまいります。

取締役
常務執行役員
技術開発本部長

村上  晃一

グループ技術戦略2016

グループ全体で注力する技術

製品・サービスの
高度化のための共通技術 基盤技術

構造強度技術

振動・機械要素技術

材料技術

燃焼技術

制御・電気技術

ICT・ロボティクス

回転機械技術

エネルギーマネジメント技術

数値解析・最適化技術

化学プロセス技術

先端生産技術
生産プロセス革新技術

熱・流体技術

溶接・接合技術

将来を見据えて注力する技術
●低炭素社会への要請に応える水素・アンモニアバリューチェーンの
コア技術と製品群の開発

●ロボティクスと、IoT・人工知能による予測・学習技術を融合し、需
要と供給、環境変化、生産効率などを全体最適化するスマートな工
場・システム・社会の実現
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オープンイノベーションの拠点
「 I H Iつなぐラボ」
　I H Iつなぐラボは、I H Iグループのオープンイノベー
ションの推進拠点として 2014年に開設されました。
国内外のさまざまな企業・大学・研究機関との共想・
共創を通じたイノベーション創出に向け、オープンイノ
ベーションを推進しています。

お客さま

企業シーズ・ニーズ

技術

人脈・情報

製品・サービス

企業文化

大学

ベンチャー

海外

研究
機関

総合知による新しい価値の創造

ひらめきエリア 共想エリア カフェエリア

活動実績
　当施設は、I H Iグループの製品や技術を展示するほか、
お客さまとわたしたちの技術のマッチングを図る「マッチ
ングセミナー」や、新事業創出につながるさまざまなテー
マでブレーンストーミングを行なうワークショップなどを
開催しています。活動を通じて、お客さまとの共同研究に
結びつくなど、新しい価値創造に向けたつながりが生まれ
ています。

強みを活かしあい、創造的な問題解決を目指す
ー スリーエム ジャパンとの共同ワークショップの取り組み ー

　スリーエム ジャパン株式会社は、産業向け資材・
日用品メーカーとして多岐にわたる製品・サービスを
手掛けるリーディングカンパニーです。 

　「 I H Iつなぐラボ」の運営にあたり、同社の技術
の体験型展示を行なう「カスタマーテクニカルセン
ター」を参考にさせていただいたことをきっかけとし
て、両社でワークショップや技術交流会などを実施し
ています。

　ワークショップでは、「未来の世界におけるエネル
ギーのあり方」などのテーマについて、創造的な問
題解決を考える取り組みを行なっています。エンジニ
ア同士が直接交流することによって、新しいアイデア
の創出や、イノベーションを生む土台の醸成を進めて
いきます。

　「 I H Iとスリーエムは、以前よりお互いの製品を提
供し合う関係にありました。I H Iは社会インフラを幅
広く手掛けており、素材を加工する技術に長けてい
るので、スリーエムの持つテクノロジープラットフォー
ムとの掛け合わせによって、よりよい製品を生み出せ
る可能性がまだまだあると考えています。
　例えば、I H Iの道路橋の補修工事でコンクリート
を打設する際に、スリーエムの特殊なフィルムを用い
てコンクリートの耐久性を向上させるなど、すでに具
体的な取り組みもあります。
　これからも継続的に交流を重ねることで学びを分
かち合い、化学反応を起こせる関係を築いていきた
いですね。」

来場者数

2014年より
のべ

10,500人

技術マッチングセミ
ナー開催回数

2017年度
開催回数

8回

ワークショップ
参加企業数

2017年度
のべ

50社

スリーエム ジャパン株式会社　　
カスタマーリレーション本部　太田光洋様より

ワークショップの様子
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特集　社会課題を解決するビジネス 1

　道路は、わたしたちの生活や経済活動になくてはならない
基本的な社会インフラです。日本では 1960年代から70年
代の高度経済成長期に主な社会インフラが整備されました。
それから現在、時間が経過し、インフラの老朽化が社会問
題となっています。一般的に社会インフラの寿命は 50年と
言われていますが、日本各地で建設から50年を超えたイン
フラ建造物が出始めています。加えて、2013年 12月には
笹子トンネルにて天井板が崩落し、9名が犠牲となる事故が
発生しました。二度とこのような事故が起こらないためにも、
国内外において、老朽化するインフラのリニューアルの重要
性が増しています。

　特に、東京都の首都高速道路では、10年後には、道路
全体のうち約 3割が経過年数 50年以上となります。加えて、
1日あたりの平均利用交通量は約 100万台であり、大型車
交通量は東京 23区一般道の約 5倍と、構造物にとって過
酷な使用環境にあります。そのため、道路橋を支える床版
のひび割れや鋼床版や鋼桁の疲労損傷が増加しています。　　　　

　国内の高速道路（道路橋）については、合わせて 4兆円
規模の更新・修繕を今後 10年強にわたって計画されていま
す。そのうち、「床版取替」は 1.6兆円規模と試算・公表さ

れており、ＩＨＩグループでは 2017年度に中日本高速道路株
式会社小田原厚木道路川端高架橋の床版取替工事を受注
しました。

スピードと品質で
社会インフラに新しい命を与える

社会インフラの老朽化対策

首都高速八重洲線汐留高架橋の架け替えの様子

出典：国土交通省

橋梁の経年分布
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高度経済成長期に架設された
橋梁の平均経過年数：45年

経過年（2013-架設年）　（　）は西暦
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　首都高速八重洲線汐留高架橋の高速道路本線の一部
を架け替える大規模な改築工事を施工しました（2011

～ 2014年）。交通量が多い地域であるため、品質と安
全を確保した上で、通行止め期間をなるべく短くする
ことが課題でした。本工事は、既設橋桁の撤去と新設
橋桁の架設の大きく 2工程に分けられます。撤去作業
では、安全性と周辺の影響を考慮し、一夜という短い
時間での一括撤去を行ないました。架設作業では、工
期短縮と通行止め回数削減を目的に、交差点上の区間
は、現場で組み上げた新しい橋桁を多軸台車と吊上げ
設備によって一度に架設する大ブロック一括架設を採
用しました。
　このような工程短縮の取り組みによって、当初予
定していた 20か月という工期から、2.5か月短縮し、
17.5か月で作業を終えることができました。この実績
が評価され、2014年度の土木学会田中賞作品部門を受
賞しました。　

　東北自動車道綱木川橋の床版取替工事を施工しまし
た（2012～ 2014年）。綱木川橋は、東北自動車道仙台
宮城インターチェンジ付近に位置し、1975年の開通か
ら 37年が経過していました。今回の改良工事の対象で
ある鉄筋コンクリート床版（以下、RC床版）は、経年
劣化や大型車両の増加に加え、冬季の凍結防止剤の散

布の影響で塩害劣化の進行が著しい状況にありました。
これまでは、RC床版の上面へのコンクリートの打ち足
しや舗装の部分補修によって維持が行なわれてきました
が、近年その補修頻度が多くなってきたことから、抜本
的な老朽対策として床版取替を行なうこととなりました。
　本橋は近くにインターチェンジがあるため複雑な構造
をしています。また、交差する国道をまたぐため、床版
取替時は国道の交通規制が必要となります。設計が難し
い上、取替作業は夜間のみで実施しなければならない、
大変難易度の高い工事でした。
　設計の問題に関しては、従来の RC床版から、複雑
な線形に対応できるプレキャストプレストレストコン
クリート床版（以下、PCa床版）に取り替えることに
決定しました。PCa床版そのものの軽量化と床版同士
をつなぐ綱手をコンパクトな形に開発し、短時間での
施工に対応できるようにしました。これにより、作業
が夜間のみとなる制約の中、無事工期内に完了するこ
とができました。

　わたしたちが誇る、架橋の一部架け替え技術や床版補
修技術は、今あるインフラの長寿化を図るものです。そ
のまま放置すればあと数年で寿命を迎えるケースでも、
適切に損傷を補修し補強を行なうことにより、さらに数
十年寿命を延ばすことが可能です。また、新設と異なり
既設資源を活用するため工期も短く、省資源・省エネル
ギーにつながります。
　世界の状況を見ると、北米ではすでに老朽化のピーク
を迎えており、国内と同様にリニューアルのニーズが高
まっています。一方、アジアやアフリカなどの新興国では、
橋梁をはじめとした社会インフラの新設が盛んに行なわ
れていますが、これらも将来的にはリニューアルの対象と
なります。今後は、国内で培った技術・ノウハウをもって
ビジネスの海外展開を加速していきたいと考えています。
　わたしたちはスピーディかつ高品質なインフラのリ
ニューアルを通して、世界の交通の安全・安心に貢献し
てまいります。

大規模架け替え工事の工期を
大幅に短縮

複雑な構造の床版工事にも対応
床版

舗装

防水層

桁

橋脚

※床版：橋の上を通る車両の重みを橋桁や橋脚に伝えるための
　床板（ゆかいた）のこと。（国交省　東北地方 整備局より）

PCa床版の敷設の様子

道路橋の構造

日本で培った技術で
世界のインフラを長寿命化する



Strategy
社会と企業の価値創造

Challenge
事業による社会課題解決

ESG Management
持続的成長の基盤

Data Section

35I H I統合報告書 2018

特集　社会課題を解決するビジネス 2

■OECD　　■非 OECDの高中所得国　　■低中・低所得国　　

40

30

20

10

0
2000 2015 2030 2040 2050

8.3

3.3
1.11.1

9.3

8.4

2.4

10.6

12.0

5.0

11.4

14.4

7.3

12.1

16.3

10.3

38.6

33.2

27.6

20.2

12.7

兆
kW
h

低炭素・脱炭素技術で
循環型社会のエネルギーを支える

CO2排出量の削減

　世界では、人口増加や都市化・産業化が進み、今後
エネルギー需要の一層の増加が見込まれています。一
方、COP21で採択されたパリ協定では、気候変動要因
のひとつとされる CO2の排出量の削減目標を国ごとに
定めて対策を行なうことが、合意されました。環境負
荷を抑えつつ、同時に、増大するエネルギー需要に応
えることが、社会的な課題となっています。

　現在、化石燃料は発電用に用いられ、電力の安定供
給に役立てられています。しかしながら、燃焼により
CO2が排出されるため、有効利用に当たっては効率の
よい発電技術や CO2排出量を削減する技術が求められ
ています。

　ＩＨＩグループでは、低炭素・脱炭素化技術により、
CO2排出量削減に取り組み、限りある資源に依存しな
い「循環型社会」の実現を目指しています。

　生物由来の資源であるバイオマスを燃焼して放出
される CO2は、生物の成長過程において、光合成に
よって大気中から吸収したものです。そのため、燃
焼による CO2排出量はゼロとみなすことができます。
化石燃料を用いた火力発電では、間伐材などをチッ
プにした木質バイオマスを混焼させることで、CO2

排出量を削減できます。
　従来の技術では、その混焼率（熱量比）は 2～ 3％
が限度でした。わたしたちは、発電用ボイラでより
多くの木質バイオマスを利用するための技術である
「木質バイオマス高比率混焼システム」を開発し、混
焼率を 50% と大幅に高めることに成功しました。こ
の技術は、既存設備の軽微な改良で導入できるもの
であり、2016 年度に新エネ大賞の経済産業大臣賞に
選ばれました。

電力最終消費

二塔式ガス化炉実証機（インドネシア）

※低中・低所得国は 2015年時点の 1人あたり名目GDPが $4,000以下の国・地域とした
出典：（一財）日本エネルギー経済研究所　IEEJアウトルック 2018

既存設備でバイオマス燃料を利用する

ＩＨＩの低炭素・脱炭素技術開発
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　仮にすべての国内大手電力会社の石炭焚きボイラ
で 50% の木質バイオマスの混焼が実現すると、年間
1 億トン近くの CO2 を削減することができると試算
しています。

　わたしたちは、バイオマスの燃焼技術を開発するだけ
でなく、バイオマス燃料の製造にも取り組んでいます。
　東南アジアではパームオイルの原料となるパームヤ
シが広く生産されています。パームオイルの搾取過程
で大量に発生する EFB（Empty Fruit Bunch：パーム
ヤシの空果房）は、水分・灰分・塩分が多く、未利用
のまま廃棄され、腐敗による悪臭やメタンの発生など、
環境問題の原因となっていました。わたしたちは、廃
棄物となっていた EFBをペレット状に加工する手法を
確立し、火力発電用に利用可能なバイオマス燃料に転
換しました。
　現在はマレーシア国内にテストプラントを設置し、
商用流通に向けた実証を行なっています。

廃棄物からバイオマス燃料をつくる

未利用低品位炭を価値ある燃料・製品に転換する

CO2を排出しないアンモニアを活用する

循環型社会の実現を目指して

　アンモニア（NH3）は、窒素と水素の化合物であり、
燃焼しても CO2 を排出しません。このため、クリー
ンな発電用燃料としての利用が期待されていますが、
そのためには安定して燃焼させる技術の開発が必要
です。
　わたしたちは、国家プロジェクト「戦略的イノベー
ション創造プログラム」に参画し、アンモニア利用技
術の開発を進めています。その中で、ガスタービンや
ボイラで、従来の燃料にアンモニアを混合したうえで
燃焼させる技術を開発しました。
　2000kW級ガスタービンでは、世界初となる混焼比
率 20%（熱量比）を達成し、同時に NOxの環境規制
をクリアするという成果を上げました。また、ボイラ
では、CO2 排出量の削減だけではなく、硫化腐食の
抑制、灰処理量の低減など、運用・保守メンテナンス
の軽減に役立つ技術としても期待されています。さら
に、アンモニアを直接燃料とした固体酸化物燃料電池
（SOFC）では、世界最大規模である 1 kWクラスの発
電に成功しました。

　全世界の石炭埋蔵量の半分を占める褐炭は、低品位
炭に分類され、安価ではあるものの、発熱量が低く
ハンドリングが難しいため、有効利用されていません
でした。
　こうした未利用資源を価値ある物質に転換するため
に、循環流動層ボイラの技術を応用した「二塔式ガス
化炉（TIGAR®）」を開発しました。TIGAR®は、褐炭や

バイオマスから、水素を含む合成ガスを生成すること
ができます。この合成ガスからは、アンモニア、メタ
ノール、合成天然ガスなど、付加価値の高い化学製品
などが製造でき、熱利用や発電も含めて、幅広く利用
することが可能です。また、CCS技術（CO2を回収し
地中に貯留する技術）との組み合わせによって、CO2 

を排出せずに水素を製造することもできます。　

　ＩＨＩグループは、ここで紹介した技術に加えて、
自然エネルギーを利用した海流発電やバイナリー発
電、藻類バイオ燃料の開発など、さまざまな低炭素・
脱炭素技術の開発を進めています。
　循環型社会の実現のために、更なる技術の開発と実
用化に取り組んでいきます。

二塔式ガス化炉実証機（インドネシア）

TIGAR®を核としたバリューチェーン

パームヤシ廃材のバイオマス燃料化

EFBペレットEFB（パームヤシの空果房）

パーム農園
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氏名
当社における地位 選任理由

2017年度
取締役会
出席回数

在任年数

取締役会の諮問機関の
委員就任状況

報酬諮問
委員会

指名諮問
委員会

斎藤 保
代表取締役会長

2012年 4月から代表取締役社長 最高経営責
任者として、当社グループをリードしたうえ
で、2016年 4月からは代表取締役会長とし
て、コーポレート・ガバナンスの更なる向上
に努めており、その豊富な経営者としての経
験と見識を当社グループの経営に活かして
おります。

18/18回
10年
2ヵ月 ー ー

満岡 次郎
代表取締役社長

航空宇宙事業の責任者として、グローバルに展
開する同事業の成長を図ったうえで、2016年 4
月から代表取締役社長 最高執行責任者として、
また 2017年 4月から代表取締役社長 最高経
営責任者として当社グループの経営をリードし
ており、その豊富な経営者としての経験と見識
を当社グループの経営に活かしております。

18/18回 4年 委員 委員長

大谷 宏之
代表取締役副社長

航空エンジンの生産技術部門を中心に多く
の知見を蓄積した後、原動機事業部門、産業・
ロジスティックス事業部門の責任者を務め、
2018年 4月から代表取締役副社長を務めて
おり、その幅広い事業経営経験と見識を当社
グループの経営に活かしております。

18/18回 4年 ー ー

識名 朝春
取締役

航空エンジンの技術開発分野において多く
の知見を蓄積した後、2016年 4月から航空
宇宙事業の責任者を務めており、その豊富な
実績と経験を航空・宇宙・防衛事業領域を中
心とする当社グループの成長に活かしてお
ります。

18/18回 2年 ー ー

山田 剛志
取締役

財務分野、経営企画部門を中心に多くの知
見を蓄積した後、2014年 4月に財務部次長、
2017年 4月から財務部長を務め、財務体質
改善などグループの経営全般に高い見識を有
しており、これを当社グループの成長に活か
しております。

14/14回 1年 委員 ー

水本 伸子
取締役

技術研究所で研究者としての実績を積んだ
後、本社ビル移転プロジェクトを皮切りに経
営企画部門、人事部門、調達企画部門等本社
部門の主要ポストを歴任しており、その幅広
い経験と実績を当社グループの成長に活かし
ております。

ー
2018年

6月
就任 ー ー

氏名
当社における地位 選任理由

2017年度
取締役会
出席回数

在任年数

取締役会の諮問機関の
委員就任状況

報酬諮問
委員会

指名諮問
委員会

長野 正史
取締役

人事部門を中心に多くの知見を蓄積した後、
国内営業拠点、人事部門、経営企画部門の責
任者を歴任し、その豊富な経験と実績を産業
システム・汎用機械事業領域を中心とする当
社グループの成長に活かしております。

ー
2018年

6月
就任 ー ー

村上 晃一
取締役

技術開発部門において材料の研究・開発、技
術管理全般を経験した後、回転機械事業部門
の責任者を経て、2017年 4月から技術開発
本部長を務めており、その経験と技術全般に
わたる高い見識を当社グループの成長に活か
しております。

ー
2018年

6月
就任 ー ー

藤原 健嗣
社外取締役

旭化成株式会社において、多角的な経営を推
進してきた経営トップとしての豊富な経験と
幅広い見識を当社の経営に反映していただく
とともに、独立した立場からの経営の監視・
監督機能を発揮していただいております。

18/18回 3年 委員長 委員

木村 宏
社外取締役

日本たばこ産業株式会社において、事業環境
の変化に対応して積極的なグローバル化を推
進してきた経営者としての豊富な経験と幅広
い見識を当社の経営に反映していただくとと
もに、独立した立場からの経営の監視・監督
機能を発揮していただいております。

16/18回 2年 委員 委員

石村 和彦
社外取締役

AGC株式会社において、経営トップを務め
てきた豊富な経験と幅広い見識を当社の経営
に反映していただくとともに、独立した立場
からの経営の監視・監督機能を発揮していた
だいております。

14/14回 1年 委員 委員

田中 弥生
社外取締役

非営利組織の評価・研究や多くの政府委員等
を通じて培われた高度な専門知識と多面的な
経験を当社の経営に反映していただくととも
に、独立した立場からの経営の監視・監督機
能を発揮していただいております。

13/14回 1年 ー 委員

取締役
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氏名
当社における地位 選任理由

2017年度
取締役会
監査役会
出席回数

在任年数

取締役会の諮問機関の
委員就任状況

報酬諮問
委員会

指名諮問
委員会

上杉 繁
常勤監査役

航空宇宙事業の経理・財務分野を中心に多く
の知見を蓄積した後、当社の関係会社管理政
策を担当し、内部統制やコンプライアンスの
知見も豊富に有しており、これを当社の経営
監査業務に反映しております。

18/18回

2年 ー ー

17/17回

菅 泰三
常勤監査役

財務分野を中心に多くの知見を蓄積した後、
アジア大洋州統括会社の社長を務め、財務管
理に関する高度な専門知識と経営管理全般に
係る幅広い業務経験を有しており、これを当
社の経営監査業務に反映しております。

14/14回

1年 ー ー

13/13回

橋本 孝之
社外監査役

日本アイ・ビー・エム株式会社の経営トップ
としての豊富な経験およびグローバル企業に
おける知見を、独立した立場から当社の経営
監査業務に反映していただいております。

17/18回

3年 委員 ー

17/17回

八田 陽子
社外監査役

国際税務に代表されるグローバルな業務で
の豊富な経験と見識を、独立した立場から当
社の経営監査業務に反映していただいてお
ります。

18/18回

2年 ー ー

17/17回

谷津 朋美
社外監査役

弁護士および公認会計士として多くの企業の
諸課題に対応した豊富な経験と見識を、独立
した立場から当社の経営監査業務に反映して
いただいております。

13/14回

1年 ー ー

13/13回

監査役 執行役員

満岡 次郎
最高経営責任者

村上 晃一
常務執行役員
技術開発本部長
グループ技術全般、
新事業関連担当

川口 雅人
執行役員
米州統括会社社長

大谷 宏之
副社長執行役員
資源・エネルギー・環境事業領域長
調達関連事項、安全・労働担当

粟井 一樹
常務執行役員
総務部長
法務、CSR関連事項、
グループコンプライアンス担当

松本 直士
執行役員
航空・宇宙・防衛事業領域
副事業領域長

國廣 孝徳
常務執行役員
社会基盤・海洋事業領域長

池山 正隆
執行役員
航空・宇宙・防衛事業領域
副事業領域長

吉田 光豊
執行役員
プロジェクトリスクマネジメント部長

識名 朝春
常務執行役員
航空・宇宙・防衛事業領域長
広報・IR関連事項、
グループ本社業務改革担当

川崎 義則
執行役員
産業システム・汎用機械事業領域
副事業領域長

井手 博
執行役員
資源・エネルギー・環境事業領域
副事業領域長

桑田 敦
常務執行役員
グローバル・営業統括本部長
グループ営業全般担当

新村 高志
執行役員
産業システム・汎用機械事業領域
副事業領域長　（兼）グローバル・
営業統括本部副本部長

志田 真人
執行役員
人事部長

水本 伸子
常務執行役員
高度情報マネジメント統括本部長
情報マネジメント関連事項担当

米澤 克夫
執行役員
資源・エネルギー・環境事業領域
副事業領域長

盛田 英夫
執行役員
航空・宇宙・防衛事業領域
副事業領域長

山田 剛志
常務執行役員
財務部長
グループ財務全般担当

国貞 寛
執行役員
ソリューション・新事業統括本部長

川上 剛司
執行役員
社会基盤・海洋事業領域
副事業領域長
株式会社 I H Iインフラシステム
代表取締役社長

長野 正史
常務執行役員
産業システム・汎用機械事業領域長

高柳 俊一
執行役員
社会基盤・海洋事業領域
副事業領域長

小宮 義則
執行役員
資源・エネルギー・環境事業領域
副事業領域長
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機関 社内役員 社外役員

取締役会
8名 4名

監査役会
2名 3名

報酬諮問委員会
2名 4名

指名諮問委員会
1名 4名

Strategy
社会と企業の価値創造

Challenge
事業による社会課題解決

ESG Management
持続的成長の基盤

Data Section社外役員メッセージ

社外取締役

石村 和彦
AGC株式会社 取締役会長
TDK株式会社 社外取締役
野村ホールディングス株式会社 
社外取締役

社外取締役

田中 弥生
ソーシャル・ガバナンス研究所　
代表
住友商事株式会社 社外取締役

社外監査役

谷津 朋美
TMI総合法律事務所 パートナー
弁護士
公認会計士
ヤマハ発動機株式会社 社外監査役
SMBC日興証券株式会社 社外取締役

Message
　わたしは、さまざまなステークホルダーに対して社会的責任を果たすことこそが経営者
の使命であり、それが結果として企業価値の向上につながると考えて、企業経営に当たっ
てきました。また、私が会長を務める AGCグループは、連結売上高の 75%を海外事業
からの売上が占めています。そのようなグローバル企業経営の経験も活かし、I H Iグルー
プの社外取締役として、グローバル化の一層の推進と、それに伴って必要となる組織管理
の強化への助言を通じて、当社の企業価値向上に貢献できるように努めています。
　当社の大きな強みは、社会の課題解決につながる製品を生み出そうとする人材と技術
力だと考えます。当社は従来から人材を重要な財産と認識して積極的な投資を行なってき
ていますが、加えて今後、事業の集中と選択を強化する中では、人材の適性を見極めて、
一人ひとりがより活躍できる場を提供していくことがさらに重要になります。その上で、
フェアな評価体制を整えることが大切だと考えます。
　環境面への取り組みでは、当社には、非常に高効率の石炭火力発電ボイラ技術があり
ます。多様なエネルギー源を組み合わせて電源構成を最適化する「エネルギーミックス」
を考える上での石炭火力の位置づけについては、私が参加する経済同友会の環境資源エ
ネルギー委員会でも議論をしていますが、インド等の旺盛なエネルギー需要が存在する新
興国では、石炭燃料の必要性が続くと見ています。このため、少なくとも当面の時間軸に
おいては、当社の持つ、環境負荷を低減しうる石炭火力発電ボイラの高効率化技術が果
たす役割には意義があると考えています。
　今年度は次期中期経営計画を策定する年になります。2019年度からの計画を立案する
に当たっては、人的リソース活用の視点からも、より踏み込んだ「集中と選択」の検討が
望まれます。わたしは、社外のステークホルダーの視点からも、会社全体を俯瞰した事業
ポートフォリオのあり方などについて、積極的に意見を申し上げていきます。

人材こそＩＨＩグループの強み
一人ひとりが活躍できる
環境づくりを
石村 和彦
社外取締役

　社外取締役は、業務執行を行なう経営陣
から独立した立場で、取締役会の意思決定
に参加し、当社経営に対して助言・提言を行
なっています。また、社外監査役は、その高
度な専門性や豊富な経験を独立した立場か
ら経営の監査業務に反映しています。
　さらに、社外取締役・社外監査役は、報
酬諮問委員会・指名諮問委員会においても、
積極的な関与と助言を行なっています。
　さまざまなバックグラウンドを持つ社外
役員の意見を I H I グループの経営に取り入
れることで、一層のコーポレート・ガバナン
スの強化を図っています。

各機関における役員構成

 社内取締役　  社外取締役　  社内監査役　  社外監査役
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Message Message
　I H Iの社外取締役としての私の役割の一つは、非営利組織の評価・研究の経験を活か
し、組織のあり方について独立した立場からご意見することだと考えています。企業には、
財務情報のほかに、数値では測れない、社会からの信頼や人材の活性化などの非財務の
パフォーマンスがあります。企業が持続的に成長をしていくためには、組織の基盤として
事業活動を支える非財務活動も重要であり、経団連が企業行動憲章の改定に際して SDGs

達成への貢献を取り入れるなど、社会からの要請も高まっています。当社の組織ガバナン
スにおいて、非財務活動への配慮が適切に行なわれているかを検証することにより、企業
価値向上にも貢献できると考えます。
　ダイバーシティ（多様性）は今、政府が女性管理職比率の目標を掲げるなど、女性活
躍推進に焦点が当たっています。当社の女性従業員の割合は全体の約 15%であり、目標
数値のハードルは高い状況ですが、各地域で女性社員による研鑽と交流の場を設けるな
ど、組織としても女性活性化の意識が高まっています。わたし自身も現場でのコミュニケー
ションの機会を増やし、ダイバーシティの向上に寄与したいと思っています。
　ダイバーシティを進めるためには、経営陣の理解とコミットメントが欠かせません。海
外事業展開においては、国内と異なり “あうんの呼吸”で仕事を進められないなど、従来
の社内の常識には収まらない問題に日々直面します。自分たちと異なる考えや行動を理解・
受容した上で、多様性がもたらす生産性向上やイノベーションといった効果を明確に示し、
経営側がダイバーシティを推し進めていくことが重要です。
　当社の社員は、一人ひとりが誠実で、技術に対する誇りと愛を持っていると感じます。
一方で、自分たちが生み出している製品・サービスが、どのように社会に貢献しているか
については、意識付けが十分にされていないようにも感じます。当社の製品や、事業の中
で当たり前に実行している地域社会への配慮などが、どのように社会課題解決につながっ
ているのかについても、今後、積極的に社内外に向けて発信していきたいと思います。

　わたしの役割は、社外監査役として独立した立場から取締役の職務執行を監査すること、
そして弁護士および公認会計士という立場からも適切な助言を行なうことだと考えていま
す。I H Iグループは直近の課題としてリスクマネジメントの強化に注力していますが、法務
や会計の視点でのリスク管理についても取締役会などで積極的に意見を申し上げています。
　当社の事業はスケールが大きく、長い歴史の中で日本経済を牽引し、その成長に貢献し
てきました。ものづくりの場面で発揮されるその技術力は、当社の大きな強みです。一方で、
潜在的にリスクの大きいプロジェクトを扱うため、リスク発現時の損失も大きくなります。
そこで、プロジェクト開始前に各部門が細心の注意を払ってリスクを最小化し、開始後も
当社の総力をもってリスクを管理することが最も重要です。そのためには、現場と管理部
門、経営層のより密接なコミュニケーションが求められます。社外監査役も潜在的なリス
クの可能性を指摘できるよう、社内監査役と共にプロジェクトリスクマネジメント部に対
する頻繁なヒアリングに加えて、年間に海外を含めて約 4件の現場監査を行なっています。
　当社の企業価値向上のためには収益力の強化がカギとなりますが、リスクを管理して安
定的な利益を生み出すための体制は構築されつつあります。さらに将来の成長を見据える
と、グローバル事業の拡大が不可欠であり、そのためには、海外関係会社まで含めたリス
ク管理の徹底、ひいてはガバナンス強化が求められます。当社は現在約 150の海外関係会
社をもっていますが、管理に要するコストと成長領域へのリソース投入の必要性を考慮す
ると、事業の選択と集中をさらに進める必要があると考えます。
　コーポレート・ガバナンスについては、経営の意思決定プロセスの透明性やその実効性
は適切であり、有効に機能していると評価しています。現取締役会では既に闊達な議論が
なされていますが、わたしたち社外役員が、現場の意見を聞き、社内では上げにくい声を
代弁する形で問題提起をするなどして、さらに風通しの良い経営体制づくりに貢献してい
きたいと思います。

ダイバーシティ経営で
社会と企業の価値を
共に高める

現場との細やかな
コミュニケーションで
プロジェクトリスクの最小化を

田中 弥生 谷津 朋美
社外取締役 社外監査役
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　I H Iは、コーポレート・ガバナンスを、I H Iが本来有
する力を最大限に発揮するように経営の効率性を高め、
持続的成長と企業価値の最大化を担保するシステムと定
義しています。わたしたちは、この実現のため、経営監
視監督機能と職務執行機能を明確に区分して企業内意思
決定の効率化と適正化を図るとともに、関連諸規定の整
備やそれを運用する体制を構築して、I H Iグループ全体
における業務の適正を確保しております。
　わたしたちは、コーポレート・ガバナンスの不断の改善を
進め、株主をはじめとするステークホルダーの皆さまに長期
にわたって信頼され、ご愛顧いただくことを目指します。

コーポレート・ガバナンス

コーポレート・ガバナンスの
取り組み
―誠実な企業経営のために―

基本的な考え方

コーポレート・ガバナンス体制の概要

役員の選任に関する方針

　当社は監査役会設置会社であり、取締役の職務の執
行を監査するため監査役を選任しております。取締役会
は、当社経営上の重要事項およびグループ経営上の重要
事項に関する意思決定を行なうとともに、取締役の業務
執行について監督を行なっております。なお、社外取締
役は、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有する
者および高度な専門知識と多面的な経験を有する者を
選任しており、業務執行を行なう経営陣から独立した立
場にて、取締役会の意思決定に参加するとともに、当社
経営に対して助言・提言を行なっております。

業務執行体制
I H Iは、取締役会の意思決定機能と監督機能の強化および業務執
行の効率化を図るため執行役員制度を導入しています。執行役員
は、取締役会の決議をもって任命されます。

報酬諮問委員会
役員報酬の妥当性を確保するため、社外取締役 3名、社外監査役

コーポレート・ガバナンス充実に関する基本方針

　I H Iは、次の基本方針に沿って、コーポレート・ガバナ
ンスの充実に取り組みます。

❶株主の権利を尊重し、平等性を確保します。
❷ 株主をはじめとするステークホルダーとの適切な協働に努
めます。
❸ 会社に関する情報を適切かつ積極的に開示し、ステークホル
ダーへの説明責任を果たすとともに、透明性を確保します。
❹ 取締役会、監査役および監査役会が経営監視監督機能を充
分に果たせるよう、それぞれの役割・責務を明確化します。
❺ 中長期的な株主の利益と合致する投資方針を有する株主と
の間で建設的な対話を行ないます。

1名、人事担当取締役および財務担当取締役の計 6名にて構成し、
委員長を社外取締役とする「報酬諮問委員会」を設置しています。

指名諮問委員会
代表取締役による役員指名の適切な行使を監督し助言することなどを
目的に、代表取締役社長、社外取締役 4名の計 5名にて構成し、委
員長を代表取締役社長とする「指名諮問委員会」を設置しています。

　取締役会は、「役員に求める人材像」を策定するとともに、
東京証券取引所が規定する独立役員の要件を踏まえ、社外
取締役および社外監査役の独立性を実質面において担保す
ることを主眼にした「社外役員独立性判断基準」を策定します。
　取締役会は、「役員に求める人材像」および「社外役員独
立性判断基準」※ に従って、I H Iグループの持続的な成長と中
長期的な企業価値向上のために最適な役員人事を行なうこと
を基本方針とします。
※  詳細についてはウェブサイトをごらんください。
コーポレート・ガバナンス
https://www.ihi.co.jp/ihi/company/policy/governance/

報酬諮問委員会

指名諮問委員会

経営会議

会社職制・グループ会社

監査役会
（監査役）

取締役会
（取締役）

委任

委任

監査
報告

報告

権限委譲

監視監督機能

業務執行機能

諮問

諮問

諮問
指揮

監査

答申

答申

代表取締役

執行役員

委任 監査
会計監査人

経営機構図

最高経営責任者（CEO）

株
主
総
会

内部監査部
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2003年　 取締役会の改革および執行役員制度を導入　
社外監査役を2名から3名に増員

2007年　報酬諮問委員会の設置
2008年　社外取締役を1名から2名に増員
2008年　取締役の任期を2年から1年に短縮
2013年　 東京証券取引所にすべての社外取締役と社外監査

役を独立役員として届出

2015年5月　 コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え
方の改定と基本方針の策定

2015年6月
社外取締役を2名から3名に増員
役員人事に関する強化
（指名諮問委員会の設置等）
報酬諮問委員会メンバーの過半数
を社外役員に

2015年8月　 コーポレートガバナンス・コード対応について、
取締役会で決定

2016年1月　取締役会評価の実施

2016年6月
取締役総数を15名から13名に

2017年6月
社外取締役を3名から4名に増員

新指標に基づく業績連動賞与およ
び業績連動型株式報酬制度の導入
（役員報酬制度改定の完了）

2018年6月
取締役総数を14名から12名とし、
3分の1が社外取締役に

Strategy
社会と企業の価値創造
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事業による社会課題解決

ESG Management
持続的成長の基盤

Data Section

取締役会評価
　I H Iは、取締役会の実効性を高める取り組みとして、2015 年度から取締役会評価を実施してきました。
　2016年度の評価の結果を受けて、2017年度は取締役会改革に取り組み、その効果の測定のため2018 年度中に実効性評価を実
施する予定です。

取締役会評価の
プロセス

❶  外部コンサルティング会社による取締役および監査役全員を対象とした匿名のアンケートの実施
〈アンケート項目〉取締役会の構成・運営、リスクマネジメント、ボードカルチャー等
❷ 外部コンサルティング会社によるアンケートの集計および分析
❸ アンケートおよび分析結果をもとに、対象役員全員からのヒアリングの実施
❹ 社外役員を主メンバーとする社外役員懇談会による意見交換の実施
❺ 以上の結果を取締役会としての自己評価として取りまとめ、改善すべき課題を抽出

評価結果
2016年度

取締役会にて取りまとめた 2017年度の改善すべき課題
 重要事項の審議の充実
 執行部門への権限委譲の一層の促進
 効率的な取締役会運営

取締役会改革
2017年度

取締役会の評価で抽出した課題への対策を決議
❶ 重要事項の審議の充実

 経営方針・計画に関する議論の充実
 大型受注工事、大型投資案件のモニタリング
 役員報酬・人事に関する審議方法の見直し
 非公式会議（取締役監査役懇談会・社外役員懇談会）の活用

❷ 執行部門への権限委譲の一層の促進
 取締役会へ付議する金額基準を引き上げ

 なお、金額基準には該当しないが、新規事業など当初計画では想定していなかった案件や事業戦略
上重要な意義のある案件、大きなリスクが含まれている案件等は、執行部門の判断により決議事項
または報告事項として取締役会で審議を行なう

❸ 効率的な取締役会運営
 執行側からの提案・説明時間の大幅圧縮

今後の取り組み
2018年度～

• 2018年 4月～　新付議基準による運用を開始
•重要事項の審議の充実に関する実施内容は、順次改善を図る
•改革の成果を測るため、2018年度中に再度実効性評価を実施予定

 社内取締役　　  社外取締役

 社内監査役　　  社外監査役

ポイント
  取締役会は、執行部門への権限委譲と
効率的運営により創出した時間を重要
事項の審議に充てる

ガバナンス強化のあゆみ
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Data Sectionコーポレート・ガバナンス

報酬等の種類 報酬等の内容 業績評価指標 業績評価指標
の見直し

固定/
変動

給付の
形式

業績連動型株式報酬
（中長期インセンティブ）

業績目標を達成した場合に交付する
数を100とすると、その達成度に応
じて概ね0～ 150で変動
業績評価期間は将来の３事業年度と
し、業績評価期間開始事業年度にお
いて業績評価期間最終事業年度の業
績目標を設定

「グループ経営方針2016」で重視す
る業績指標である連結ROIC（投下資
本利益率）

グループ経営方針
の見直しに応じて
適宜変更を検討

変動
株式
＋
現金

業績連動賞与
（年次インセンティブ）

業績目標を達成した場合に支給する
額を100とすると、その達成度に応
じて概ね0～ 200程度で変動

•  株主との利害共有を目的とした
「株主に帰属する連結当期純利益」
•  「グループ経営方針2016」で重視す
る収益性（「連結営業利益率」、「担
当事業領域の営業利益率」）

•  「役員ごとのミッションに応じた
個別評価指標」等

経営環境や各役員
の役割の変化等に
応じて適宜見直し
を検討

変動 現金

 I H Iおよび I H Iグループの持続的な成長と中長期的
な企業価値の向上を目的として、経営理念・グループビ
ジョンならびにグループ経営方針に則した職務の遂行を
最大限に促し、また具体的な経営目標の達成を力強く動
機付けることとしています。この実現のため、固定報酬
に加えて、業績連動型株式報酬および業績連動賞与を採
用しています。

  詳細についてはウェブサイトをご覧ください。
コーポレート・ガバナンス
https://www.ihi.co.jp/ihi/company/policy/governance/

役員報酬の
決定方針と手続き 　取締役および執行役員の報酬に関する事項は、その

妥当性と客観性を確保するため、I H Iが任意に設置す
る報酬諮問委員会における審議・答申を経て、取締役
会で決定することとしています。

2017年度取締役および監査役の報酬等の内容

区　　分 支給
人員

報酬等の種類別の総額
報酬等
の総額基本

報酬
業績連動型
株式報酬

業績連動
賞与

取締役 17名 523 135 124 784

監査役 7名 108 - - 108

合計
（うち社外役員）

24名
（9名）

631
（81）

135
（-）

124
（-）

892
（81）

（注） 取締役の報酬限度額は年額 1,090百万円以内、
監査役の報酬限度額は年額 120百万円以内としています。

● 業績連動賞与
（年次インセンティブ）

約20% ● 固定の基本報酬

約60%

（百万円）

取締役（社内）および執行役員の報酬構成割合のイメージ

基本的な考え方

インセンティブ報酬の仕組みおよび報酬構成割合

報酬決定の手続き

社外取締役および監査役の報酬

　社外取締役の報酬は、その職責に鑑み、基本報酬のみ
としています。監査役の報酬は、I H Iグループ全体の職
務執行に対する監査の職責を負うことから基本報酬のみ
とし、監査役の協議により決定しています。

● 業績連動型株式報酬
（中長期インセンティブ）

約20%
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　「コンプライアンス」は、社会の中で企業が活動を行な
うための基盤となるものです。I H Iグループでは、「 I H I

グループ基本行動指針」に則り、次の行動を実践するこ
とと定義しています。

● 法令や社内規定などのルールを大切にし、守ること
● 企業人として公正で、かつ責任ある行動をとること

　法令、社内規定や社内外のルールに対する違反また
はその恐れのある行為などを未然にあるいは早期に把
握し、適切な是正を図るために、コンプライアンス・ホッ
トラインを運用しています。2017年度より国内に加え
て米国での運用も開始しました。なお、2017年度の通
報件数は 209件でした。

コンプライアンス・ホットライン通報件数

コンプライアンス教育の実績（2017年度）

対象 受講者数
I H I・グループ会社役員 50名
I H I・グループ会社ライン管理者 83名
国内 e-ラーニング受講者 18,020名
海外 e-ラーニング受講者 1,261名

コンプライアンス活動実施体制

0

50

100

150

200

250

300

350

2013 2014 2015 2016 2017

（件）

158

238

333

218 209

（年度）

コンプライアンスの取り組み
―よき企業市民であるために―

基本的な考え方

コンプライアンス活動実施体制

コンプライアンス教育活動 コンプライアンス・ホットライン

　わたしたちは、全社委員会組織として「コンプライ
アンス委員会」を設置し、四半期ごとに委員会を開催
しています。委員会は、グループコンプライアンス担
当役員を委員長として構成され、コンプライアンスに
関わる重要な方針を審議・立案し、活動を推進してい
ます。

　コンプライアンスに対する意識の維持・向上のため
に、教育や研修などを多角的に行なっています。教育
対象者に応じた内容で展開することで、効果の高い活
動になるよう工夫しています。

■役員研修 
　I H Iグループの全役員を対象に合同コンプライアン
スの研修を実施しています。2017年度は外部講師によ
り「コンプライアンスの問題を起こさないための組織
風土づくり　～一人ひとりが生き生きと働ける職場環
境を目指して～」と題した研修を実施しました。

■ライン管理者向け研修
　日常業務で部下の指導を行なっているライン管理者
を対象として、研修を行なっています。2017年度は、
コンプライアンス違反を起こさないためのポイント、
セルフエスティーム（職業的自尊心）の高い組織風土
を醸成することの重要性、今後のマネジメントの指針
等を学ぶ内容としました。

■e-ラーニング
　毎年テーマを決めて、e-ラーニングによるコンプラ
イアンス教育を行なっています。2017年度は「談合の
事例から学ぶ」と題して、国内および海外の I H Iグルー
プにも展開しました。

コンプライアンス委員会
事務局

委員

本社・本部・統括本部・事業領域

グループコンプライアンス担当役員

法
務
部

コンプライアンス・ホットラインの概要

● 通報内容をそのまま報告
● 匿名の場合は、名前・発信元等は
   マスキングして報告

● 通報者の承諾を得た内容を報告
● 匿名・実名ともに受付可能

● 秘密厳守

WEB
（インターネット）

TEL FAX

対
応
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク（
実
名
か
つ
希
望
者
へ
）

I H I各部門および関係会社　コンプライアンス担当者

I H I 法務部

企業倫理ホットライン（外部機関）

通報者（ I H I・関係会社　役員、従業員、パート、派遣従業員等）
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部門
主管関係会社

コーポレート・ガバナンス

品質システム、
業務システムの改革

　ＩＨＩグループでは、リスク管理を経営の最重要課
題の一つと捉え、グループ全体で強化に取り組んでい
ます。事業の継続、役員ならびに従業員とその家族の
安全確保、経営資源の保全、社会的信用を確保するため、
予見されるリスクの識別・分析・評価を毎年度着実に
実施しています。

リスク管理の取り組み
―健全な事業継続のために―

リスク管理の基本方針

リスク管理体制 2018年度リスク管理活動重点方針

　ＩＨＩグループでは、リスク管理全般に係る重要事
項を検討する機関として、CEO を議長とするリスク管
理会議を設置し、取り組み方針や年次計画、是正措置
などの重要事項を検討しています。
　重点的に対処すべきリスクを「 I H Iグループリスク
管理活動重点方針」として定め、I H Iの各部門および
海外を含むグループ会社は、この方針に沿って主体的・
自律的にリスク管理活動を進めています。
　グループ全体に共通するリスクについては、主に I H I

の本社部門から構成されるグループリスク統括部門が
専門性を活かした情報提供や教育を実施し、グループ
各部門のリスク管理活動を支援しています。また、内
部監査部門は、グループのリスク管理体制の整備状況
および運用状況について監査を実施し、適正性確保に
努めています。

　2017年度は、持分法適用の関係会社の業績等が悪化
したことにより、期中に業績予想を下方修正することに
なりました。また、安全面では、ＩＨＩグループでの災
害発生件数をゼロとすることができませんでした。そこ
で、2018年度は、次の活動に重点的に取り組みます。

1  安全管理の徹底・強化
2   強靭なプロジェクト遂行体制とリスクマネジメント
体制への変革

3  品質システム、業務システムの改革
4   働き方改革推進による業務生産性の向上・長時間労
働の排除

5  変化する経営環境・競争環境への対応
6  大型投資の適正性の確保
7  グローバル戦略の実行に伴うリスクへの適切な対応
8  コンプライアンスの強化
9  営業秘密・個人情報・重要技術情報の流出防止
10 情報セキュリティの確保
11 環境法令遵守と環境経営

リスク管理体制

部門
主管関係会社

部門
主管関係会社

取締役会

事業領域長本社部門長

リスク管理
グループ

部門
主管関係会社

グループリスク統括部門

グループリスク統括部門

リスク管理会議
議長：CEO

2018年4月1日現在 12 災害や事故発生時の適切な対応
13 ステークホルダーとの信頼関係の維持向上
14 ダイバーシティ向上の一層の推進
15 ハラスメント対策の徹底
16 人権教育・啓発活動の推進

　I H Iグループでは、グループ経営方針 2016の重
点施策として、「ものづくり力強化を目指した品質シ
ステム、業務システムの改革」を掲げています。設計・
生産などの業務システムを見直すとともに、これに
適した品質マネジメントシステムを再構築し、アウト
プットである製品・サービスの品質を保証する仕組
みの強化に取り組んでいます。
　取り組みのひとつとして、技術者・技能者を対象
とした品質教育や役員・管理者および従業員を対
象としたコンプライアンス教育を実施しています。品
質だけでなく、お客さまの要求事項や関連法令・規
制事項遵守の重要性について学ぶ機会を設け、適
切な業務遂行ができる風土づくりを進めています。
また、品質マネジメントシステムが適切に機能してい
ることは内部監査で確認しており、その際、監査部
門以外の者も参加させ監査力強化を図っています。
　2017年 11月には、品質に関する社内アンケート
を実施し、これらの取り組みの成果を確認しました。
今後も、お客さま、職場、現場との徹底したコミュ
ニケーションを通して、継続的に品質保証プロセス
の改善に取り組んでいきます。

SBU長SBU長
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　I H Iグループは、「社会の期待に応えること」が企業
の社会的責任、CSRであると考えています。この考え方
に基づいて、わたしたちが実践すべきことを「 I H Iグルー
プ基本行動指針」にまとめました。I H Iグループの全員
が、この行動指針を十分に理解し、仕事をする上でのよ
りどころとなるように、日本語のほか 18か国語に翻訳
した解説書を作成して社員に展開しています。

　国連では 2015年に「持続可能な開発目標（SDGs）」
が採択されました。SDGsで掲げられた目標を達成する
ことは、社会からの期待であるととらえています。持
続可能な社会の実現を目指して、事業を通じて SDGs

に貢献していきます。

お客さま
営業活動、顧客満足度調査、
ウェブサイトでの製品・サービス情報、
CSRアンケート

お取引先 調達活動、グループ調達基本方針の説明、
品質マネジメントシステム調査、調達先表彰制度

行政 関連法令、届出・許認可

株主・投資家 株主総会、決算説明会、工場見学会、
機関投資家訪問

地域社会
地域社会への貢献活動（伝統行事への協賛、
アトリウムコンサートなど）、
I H Iフォーラム

従業員 ｅ-ラーニング（アンケート）、従業員意識調査

CSR推進体制

資源・ 
エネルギー・ 
環境

社会基盤・
海洋

産業システム・
汎用機械

航空・宇宙・
防衛

「事業を支える基盤」として取り組む重要課題
［テーマリスト］
環　　　境　－環境負荷の低減―
█ 気候変動への対策　 █ 資源循環型社会の形成
█ 地球環境の保全

社　　　会　－豊かな社会の実現―
█ お客さま満足度の向上　 █ サプライチェーン・マネジメントの強化
█ 地域社会との共存共栄　 █ 多様な人材の育成
█ 労働環境の向上　 █ 人権の尊重

ガバナンス　－誠実な企業経営―
█ コーポレート・ガバナンスの強化 █ コンプライアンスの強化
█ 情報セキュリティの強化 █ 適時・適切な情報開示　
█ リスク管理の徹底

主な対話方法

CSRマネジメントの取り組み
―持続可能な社会のために―

基本的な考え方

重要課題の特定

　社会課題や情報開示の要請が多様化する中、これま
での各部門の取り組みを整理し、特に重点的に取り組
むべき「重要課題」の特定を行ない、14のテーマを抽
出しました。今後は具体的な取り組み目標を設定し、
I H Iグループとして一体感をもった ESGマネジメント
の実施ならびに情報開示を推進していきます。

社会貢献活動
　I H Iグループは、5つの社会活動テーマを定め、さ
まざまな活動に取り組み、社会の期待に応えています。

❶ 次世代の育成
❷ ものづくり・科学技術の振興
❸ 事業拠点地域のコミュニティにおける課題解決
❹ 地球環境問題
❺ 医療・食料・水

５つの重点テーマ

❶ 社会貢献活動支出総額　3.3億円
❷ 主な取り組み
　 ● 国連世界食糧計画協会（WFP）活動への協賛
　 ● 次世代育成活動のための教育コンテンツの開発
　 ● 事業拠点における各種イベントへの協賛

2017年度の取り組み実績

CSR連絡会
メンバー 各部 CSR担当

　委員長　社長
副委員長　CSR担当役員
　　委員　取締役
　　　　　本社部長
　　　　　本部長
　　　　　統括本部長
　　　　　事業領域長

対話

方針伝達

報告

啓蒙活動事務局 事務局

「コミュニケーションツール」発行
統合報告書／Sustainability Report

CSR委員会

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー

CSR担当 CSR担当

経営企画部

本社 事業領域
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　I H Iグループでは、製品・サービスを通した環境負
荷低減を推進するため、2014 年度より「環境配慮製品
認定制度」を運用しています。これは、独自のガイド
ラインに基づいて製品およびサービスの環境性能を評
価し、特に優れたものを環境配慮製品として認定する
制度です。

　2017年度に（株）アイ・エヌ・シー・エンジニアリ
ングの手がける騒音・振動対策に関連する 3点の製品・
サービスを環境配慮製品として認定し、認定数は計 18

点になりました。今後も順次認定数を増やしていきま
す。認定製品はウェブサイトで詳しくご紹介しています
ので、ぜひご覧ください。

　わたしたちの生活や企業活動は、豊かな自然環境や天
然資源がなくては成り立ちません。I H Iグループでは、
環境に与える負荷を低減し、サステナブル（持続可能）
な社会を実現することが重要であると考え、環境活動に
取り組んでいます。

　わたしたちの事業は、工場設備や橋梁などの社会イン
フラを担っていますので、事業活動が社会に及ぼす影響
も大きくなります。お客さまの環境負荷の低減に貢献で
きる製品・サービスを広めること、わたしたち自身の事
業活動を効率化すること、2つの側面から社会全体の環
境負荷を低減できるよう努めてまいります。

　I H Iグループでは 2013 年度に「 I H Iグループ環境ビ
ジョン 2013」を策定しました。これは 2018年度の環境
活動のあるべき姿を示したもので、「製品・サービスを
通した環境負荷低減」、「事業活動を通した環境負荷低
減」、「グループ環境マネジメントの推進」を 3つの柱と
しています。本ビジョンの実現に向けて、CSR担当役
員を委員長とする全社環境委員会にて、活動期間を 3カ
年とする計画を立てています。計画に沿って、各事業領
域や各地区の環境委員会で具体的な活動に展開すること
で、継続して環境経営を推進しています。

環境

環境の取り組み
―サステナブルな社会の実現のために―

基本的な考え方

環境配慮製品認定制度の運用

環境経営の実現に向けて

I H I グループ基本行動指針
第７条　地球環境に対する責任

I H Iグループ環境ビジョン 2013

I H I グループは世界中のお客さま・パートナー
との協業を通して地球環境を守り続ける
グローバルな企業グループとなる

I H I グループ環境基本方針

I H I グループ環境ビジョン 2013
（2013～ 2018年度）

I H I グループ環境活動計画 2013
（2013～ 2015年度）

I H I グループ環境活動計画 2016
（2016～ 2018年度）

●製品・サービスを通した環境負荷低減
●事業活動を通した環境負荷低減
●グループ環境マネジメントの推進

認定のプロセス

製品・サービスの認定計画を立案（製品主管部門）

製品・サービスの環境性能を評価（総務部）

審査・認定（全社環境委員会）

温室効果ガスの
削減

省エネ 環境リスク
低減

省資源 生物多様性
保全

環境配慮製品ウェブサイト
https://www.ihi.co.jp/csr/environmental/environmental03.html2017年度に環境配慮製品として認定した騒音防止機器
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　I H Iグループでは、全社的な教育プログラムである
階層教育、ISO14001を取得している拠点ごとに行なう
環境教育、また専門知識を習得し環境活動のキーパー
ソンを育成する集合研修を実施しています。

　2017年 8月には、各拠点のエネルギー管理者や環境担
当者を対象とした「省エネ集合研修」を開催し、I H Iお
よびグループ会社 10社から 52名が参加しました。研
修では、外部の省エネルギーの専門家による講演やグ
ループディスカッションを行ない、課題の共有や取り
組み事例の展開を図りました。
　また、同年 9月には生産活動の中で排出される廃棄
物を適正に処理するための、「廃棄物集合研修」も実施
しています。廃棄物処理法の改正に関する情報共有や
廃棄物処理の現場での演習を行ない、実務に関する知
識を深めました。今後も研修などの教育活動を通じて、
環境活動のレベルアップを図っていきます。

環境教育の推進 環境コミュニケーション

　I H Iグループは、2017 年 12 月に開催された日本最
大級の環境展示会「エコプロ 2017 ～環境とエネルギー
の未来展」に出展しました。次世代の理科系人材の育成
を目的として、エネルギーの安定供給に貢献する製品・
サービスについて、イラストを多用した平易な表現で
紹介しました。ブースに来場された約6,000名の方から、
わたしたちへの期待の声を多数お寄せいただきました。

　また、I H Iグループでは毎年 6月を「環境月間」と
位置づけ、従業員の環境配慮の意識を高めることを目
的として、環境クイズや社内報での情報発信などを行
なっています。2017年度は 5,072名がクイズに参加し
ました。
　今後も、ステークホルダーの皆さまとの積極的なコ
ミュニケーションを図り、環境経営に活かしてまいり
ます。

「省エネ集合研修」の様子 次世代にエネルギーミックスの重要性を説明

TESCOのエネルギー供給施設と準トップレベル事業所認定の盾

豊洲エネルギーサービス（株）が
東京都準トップレベル事業所に
継続認定

　豊洲エネルギーサービス（株）（TESCO）は、豊
洲 I H Iビルおよび芝浦工業大学豊洲キャンパスへ
蒸気と冷水を供給する地域冷暖房と、豊洲 I H Iビ
ルに電力を供給するサービスを行なっています。同
ビルの地下 2階に備えたコジェネレーションシステム
は、I H Iのガスタービンや排熱回収ボイラなどから
構成されています。発生する余剰の蒸気を発電に有
効活用することで、効率のよい発電ができることが
特長です。

　こうした取り組みを評価され、TESCOは東京都
環境局が推進する「地球温暖化の対策の推進程度
が特に優れた事業所」の準トップレベル事業所とし
て、2011年に続いて2度目の認定を受けました。今
後もさらなる運転効率の向上を通じて、地域の安定
的なエネルギー供給を支え、地球温暖化対策に貢
献していきます。
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　I H Iグループは、「公平・公正な取引」「お取引先との
相互繁栄」「法令の遵守と社会的要請への対応」を 3 つ
の柱とする「 I H I グループ調達基本方針」をもとに調達
活動を行なっています。 

　企業活動に必要な資材や機器類を調達する際には、法
令の遵守はもちろんのこと、人権や環境、紛争鉱物※ 1 

の問題などについて配慮する必要があります。そのよう
な社会からの要請に応えるために、社員への教育を徹底
するとともに、お取引先とも共有し、共存共栄を目指し
ていきます。

　I H Iグループでは、グループ全体の調達力強化を推進
する専門家集団の「品目別専門家カウンシル」を設置し
ています。カウンシルのメンバーは、鋼材や電気製品な

サプライチェーン・
マネジメントの取り組み
―お取引先と共に―

基本的な考え方 グループ最適な調達網の構築

I H Iグループ調達基本方針

❶公平・公正な取引
　I H Iグループは､ 国内外から､ 意欲と競争力のあるお取引
先に対してオープンに競争の機会を提供します。また､ 品質､
価格､ 納期､ 技術開発力､ 経営状況等を総合的かつ公正に評
価し､ 選定を行ないます。
❷ お取引先との相互繁栄
　I H Iグループは､ お取引先を価値創造のパートナーと位置
づけ､ 最適な品質・コスト・納期を確保し安定調達を実現す
ることを通じて､ お取引先と信頼関係を構築し相互の競争力
強化と繁栄を目指します。

サプライチェーン・マネジメント

陸送から海上輸送へ 
モーダルシフトの拡大
　I H I運搬機械（株）（IUK）の手掛けるパーキン
グシステム（立体駐車場）は、ビルやマンションに
併設されることが多く、工事現場の敷地が狭いた
めに 4トントラック複数台で輸送しています。遠隔
地へ輸送する場合に、これを海上輸送へと切り替
えることで CO2の排出量や輸送コストの削減活動
を進めています。2017年度には九州地区向けに導
入し、従来の陸送に比べてCO2排出量 74%、輸
送コスト44%を削減することができました。

どグループ全体に共通する主要な品目に関し、製品の仕
様や調達先などについて事業領域と連携して見直しを図
ることで、グループ最適な調達網を構築します。
　2018年度には、工場間の部品の運搬やお客さまへ製
品をお届けする「物流」に関するカウンシルを新たに設
置しました。荷姿や梱包材の選定、輸送手段やルートの
見直しなど、さまざまな観点から、輸送効率の向上と環
境負荷および輸送コストの低減を実現していきます。

IUK沼津工場
（静岡県）

（静岡県）

九州地区の
お客さま

CO2排出量

74％削減
輸送コスト

44％削減
（大分県）

B

A

C

❸ 法令の遵守と社会的要請への対応
　I H Iグループは､ 関連法規を遵守します。また､ 社会的な要
請にも応えるため､ 特に､ 環境・人権・労働・安全衛生・情報
管理に十分配慮した調達活動を展開します。

輸送ルート（静岡～大分）

御前崎港

大分市

静岡県沼津市

IUKのエレベータパーキング

※1  紛争地域において産出された鉱物を購入することが現地の武装勢力の資金
調達につながり、結果として当該地域の紛争に加担することを危惧される
鉱物の総称。

CO2

After 御前崎港 大分港

Before

経
由
地

調達費削減活動

Before

After
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　I H Iグループ内に調達費削減の改善風土を醸成し、
調達費削減のノウハウをグループで共有することを目
的として「調達費削減事例発表会」を年に 1回開催し
ています。発表会では「調達仕様改善・標準化」「競争
環境改善・グローバルマルチソース化※ 2」「集中購買」
という 3つの観点において、グループ会社を含めた優

調達費削減活動

航空エンジン部品製造における「3つのR」の実現
　航空エンジンに使用するさまざまな部品を切削
技術によって製造する（株）I H Iエアロマニュファ
クチャリング（IAM）では、部品を加工する際に
使用する切削油を再利用する取り組みを進めてい
ます。

　金属を削り出す工程では、多量の油を使用しま
す。従来は油分を含んだ切粉をそのままリサイクル
に出していたところを、金属と油を分離する設備を
導入し、油を繰り返し使用できる仕組みをつくりま
した。これによって、切粉の再資源化（Recycle）、
油の再利用（Reuse）、廃棄物の削減（Reduce）
を達成するとともに、油の購入や廃棄物の処理に
かかる費用を年間 2千万円程度削減できる見込み
です。IAMでは、この取り組みを工場内で水平展
開し、環境負荷の低減と調達費の削減を一層推し
進めていきます。

IAMで製造する航空エンジン部品（一例）

提供：株式会社フジドリームエアラインズ

航空エンジン 圧縮機翼部品

脱油装置

ハイフォン本社での表彰式
OSR Vietnam Joint Stock Company

サプライヤー表彰
　I H Iグループでは、特に優れた実績を残された
お取引先に対して表彰を行ない、連携の強化を図っ
ています。2017年 1月には、OSR Vietnam Joint 

Stock Company（ベトナム）へ感謝賞を贈呈しました。

　OSR社は、2013年の創業以来、発電用ボイラ
向けの鉄骨やダクトなどを中心に、I H Iグループ
各社へさまざまな製品を供給しています。高い製
品品質を保ちながら確実な納品をし続けていただ
ける、なくてはならないパートナーとして、感謝の
意を表しました。

良事例の紹介・表彰を行なっています。2018年 3月の
発表会では、提出された 90件の事例の中から優れた 9

件を表彰し、その内容を共有しました。

※2 最適な調達先を世界中から選択できるように体制を構築すること

リサイクルできずすべて
産廃として処理した場合との比較

Recycle
回収し再資源化

Reuse
工場内で再利用

12万リットル／年

Reduce
廃棄物量の削減

90％削減

油

油分を除いた
切粉

廃棄物

切削加工 油分を含んだ
切粉 脱油装置

海外調達拠点のネットワーク

イギリス（ロンドン）
日本（東京）

インド（ムンバイ）
タイ（バンコク）

マレーシア（クアラルンプール）

アメリカ（ニューヨーク）

ベトナム（ホーチミン、ハノイ）

シンガポール（シンガポール）

中国（上海、大連）
韓国（ソウル）
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プロフェッショナル 
人材育成教育 ダイバーシティ

経営幹部

管理職

職場リーダー

中堅

若手

Strategy
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持続的成長の基盤
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　I H Iグループは、「人材こそが最大かつ唯一の財産で
ある」の経営理念のもと、最も重要な経営資源の一つに
「人材」を位置付けています。従業員の持てる能力を最
大限に発揮し、さらにその能力を向上させるため、計画
的な人材育成、制度や労働環境の整備、風土改革を進め
ています。

　グループ全体で共有すべき人材マネジメントに関する
考え方を「グループ人材マネジメント方針」として定め
ています。「グループ」「グローバル」「ダイバーシティ」
をキーワードとして、採用・配置・育成・評価などのプ
ロセスごとに以下のような各種施策を展開しています。

■グループ
　経営戦略・事業戦略に合わせたグループ全体での最適
な人材配置、グループ合同研修

■グローバル
　語学・異文化コミュニケーション教育等によるグロー
バル人材の育成、海外拠点現地マネジャー育成

■ダイバーシティ
　女性、外国人、障がい者、高年齢者の雇用の積極的な
活用、企業内保育所の設置、ダイバーシティ推進講演会
の開催

人材

人材マネジメントの取り組み
―従業員と共に―

基本的な考え方

グループ人材マネジメント方針
I H Iグループは、「経営理念」および「 I H Iグループビジョン」のもと、
ものづくり技術を中核とするエンジニアリング力によってお客さま
の価値創造を果たすため以下を推進する。

１．「グローバル」「ものづくり技術・エンジニアリング力」「世界
に通用する業務品質」の視点で卓越した能力を持つプロフェッ
ショナルの集団となるため、グループ従業員が共有すべき価値
観として「求める人材像」を定め、その浸透を図る。

２．「求める人材像」を指針に人材マネジメント諸施策を実施し、
グループ従業員の成長機会を提供する。

３．多様な人材が「経営理念」、「 I H Iグループビジョン」に共感し、
能力を発揮できる環境を実現する。 グループ グローバル ダイバーシティ

誠実と信頼
Integrity and Trust

お客さまと社会のために
For Customers and Society

創造と革新
Innovation and Creation

チームワーク
Team Work

世界レベルの 
プロフェッショナル
World-class Professional

求める人材像

キーワード

I H Iグループ教育研修体系

█ 人選されて受講する教育　█ 階層・職位の該当者が受講する教育　█ 各自の選択により受講できる教育

経
営
幹
部
研
修
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テ
ィ
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修

マ
ネ
ジ
メ
ン
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　I H Iグループでは、企業の経営戦略としてダイバー
シティの推進に取り組んでいます。
　多様な個性や価値観をもつ従業員一人ひとりが、持
てる能力を最大限に発揮できる職場をつくること、ま
た、多様な考え方を結びつけ、創造と革新を生み出す
組織風土をつくることが、ダイバーシティの推進の目
的です。

　毎年 11月はダイバーシティ推進月間とし、意識の浸
透を図っています。2017年度は、ベストプラクティス
事例の共有や、ダイバーシティ推進講演会・ワークショッ
プを実施しました。また、各事業所の車いす対応トイレ
を、ユニバーサルデザインに基づいた「だれでもトイレ」
に改め、性的少数者（LGBT）
や障がい者の働きやすさに
つながる環境整備を進めて
います。

ダイバーシティの推進　多様な個性が活きる職場づくり 仕事と育児の両立支援を強化　企業内保育所を2カ所設置 認定の取得「えるぼし」「健康経営優良法人 2018」

　仕事と家庭生活をともに充実させるワークライフ・
バランスの実現を支援するために、I H Iグループでは
法令で求められる基準を上回る諸制度に加え、さまざ
まな独自制度を導入しています。

　2017年度には、I H Iグループ従業員およびその家族
が、育児休業から確実かつ計画的に職場復帰すること
ができるよう企業内保育所を 2カ所設置しました。相
馬事業所（福島県）、瑞穂工場（東京都）の保育所は、
内装にぬくもりの感じられる木を多く用いるなど、子
どもたちの健康と成長に配慮した設計としています。

　利用者からは「同じ敷地内にいるので安心」「送り迎
えの時間が短縮できた」などの声が聞かれ、ワークラ
イフ・バランスの向上の効果が現れています。

　従業員が能力を最大限に発揮できる環境の実現に向
けた取り組みが評価され、2017年度には 2つの認定を
受けました。

■女性活躍推進法に基づく「えるぼし」認定
　2016年より施行された女性活躍推進法に基づき、女
性の活躍推進に関する状況等が優良な企業に対して、
厚生労働省が 3段階の区分に分けて認定する制度です。
I H Iは 5つの評価項目のうち「採用」「労働時間」「管
理職比率」「多様なキャリアコース」の項目の審査基準
を満たし、「えるぼし（2段階目）」の認定を取得しました。

■健康経営優良法人 2018（ホワイト 500）
　経済産業省ならびに日本健康会議による、社員の健康
管理を経営的な視点で考え、戦略的に取り組む法人を
顕彰する制度です。わたしたちは「I H Iグループ健康
経営宣言」に基づき、健康保険組合と連携して従業員
と家族の積極的な健康づくりを支援しています。2017

年度は、I H Iグループ5社（ I H I、（株） I H Iエスキューブ、
I H Iプラント建設（株）、新潟原動機（株）、（株） I H Iジェッ
トサービス）が認定を受けました。

「健康経営優良法人2018」認定マークダイバーシティ推進講演会でのワークショップ 企業内保育所　I☆KIDS そうま（福島県相馬市） 「えるぼし認定」マーク

だれでもトイレ
どなたでもご自由にお使いください。

「だれでもトイレ」のサイン（例）
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年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

主要財務サマリー （億円）

受注高 15,565 11,767 9,704 12,009 12,696 12,256 14,589 16,643 16,053 13,898 15,050
売上高 13,505 13,880 12,427 11,872 12,218 12,560 13,040 14,558 15,393 14,863 15,903
営業利益 ▲ 168 256 471 613 433 421 532 632 220 473 722
持分法投資損益 1 7 4 3 6 43 53 ▲ 17 11 ▲ 35 ▲ 330
営業外損益（純額） ▲ 140 ▲ 121 ▲ 141 ▲ 99 ▲ 16 ▲ 59 0 ▲ 67 ▲ 123 ▲ 253 ▲ 508
経常利益 ▲ 308 135 330 514 417 362 532 565 97 220 214
親会社株主に帰属する当期純利益 251 ▲ 74 173 297 238 333 331 90 15 52 82

減価償却費 318 361 382 382 411 417 404 432 467 466 448
設備投資額 391 452 375 863 535 550 545 639 508 527 592
研究開発費 241 247 255 292 300 302 335 370 416 355 386

総資産 15,422 14,893 14,124 13,614 13,381 13,642 14,963 16,908 17,150 16,928 16,336
有利子負債残高 3,679 4,271 4,320 3,733 3,452 3,538 3,578 4,106 3,745 3,719 3,222
純資産 2,344 2,059 2,270 2,536 2,584 2,992 3,625 3,595 3,333 3,376 3,502

従業員数（人） 23,722 24,348 24,890 26,035 26,915 26,618 27,562 28,533 29,494 29,659 29,706

１株当たりデータ （円）

１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益 ※ 1 172 ▲ 51 119 203 163 228 225 59 10 34 54
１株当たり純資産額 ※ 2 1,500 1,310 1,447 1,623 1,708 1,971 2,237 2,240 2,062 2,060 2,103
１株当たり年間配当金 40 0 20 30 40 50 60 60 30 0 60

財務指標 （％）

海外売上高比率 42.8 43.7 42.2 43.1 42.6 38.7 47.4 52.1 51.8 51.0 51.0
営業利益率 ▲ 1.2 1.9 3.8 5.2 3.5 3.4 4.1 4.3 1.4 3.2 4.5
ROE ※ 3 11.7 ▲ 3.6 8.6 13.2 9.8 12.4 10.5 2.6 0.5 1.6 2.6
ROA ※ 4 1.6 ▲ 0.5 1.2 2.1 1.8 2.5 2.3 0.6 0.1 0.3 0.5
ROIC ※ 5 ▲ 1.2 3.0 4.8 6.2 4.6 4.5 5.3 5.8 2.3 5.0 7.7
D/Eレシオ（倍） ※ 6 1.57 2.07 1.90 1.47 1.34 1.18 0.99 1.14 1.12 1.10 0.92
自己資本比率 14.3 12.9 15.0 17.5 18.7 21.1 23.1 20.5 18.6 18.8 19.9

財務サマリー

地域別売上高 （億円）

北米 1,731 1,576 1,392 1,261 1,258 1,473 2,130 2,715 3,366 3,202 3,513
欧州 784 904 703 908 994 930 1,522 1,710 1,399 1,161 1,326
アジア他 3,259 3,586 3,151 2,951 2,958 2,457 2,532 3,153 3,202 3,208 3,239
日本 7,731 7,814 7,181 6,752 7,008 7,697 6,855 6,978 7,424 7,289 7,823

事業領域別売上高 （億円）

資源・エネルギー・環境 - - - 3,064 3,123 3,215 3,440 4,153 4,524 4,273 4,904
社会基盤・海洋 - - - 1,224 1,147 1,178 1,503 1,886 1,681 1,577 1,545
産業システム・汎用機械 - - - 2,822 3,187 3,825 3,978 4,117 4,047 4,116 4,590
航空・宇宙・防衛 - - - 2,737 2,994 3,384 4,060 4,348 5,002 4,719 4,637

53I H I統合報告書 2018

Strategy
社会と企業の価値創造

Challenge
事業による社会課題解決

ESG Management
持続的成長の基盤

Data Section



※ 1　親会社株主に帰属する当期純利益÷発行済株式総数
※ 2　純資産÷発行済株式総数
※ 3　親会社株主に帰属する当期純利益÷（前期末・当期末平均　自己資本）
※ 4　親会社株主に帰属する当期純利益÷（前期末・当期末平均　総資産）
※ 5　税引後（営業利益＋受取利息・配当金）÷（自己資本＋有利子負債）
※ 6　有利子負債残高÷純資産
※ 7　営業活動によるキャッシュ・フロー＋投資活動によるキャッシュ・フロー

年度 2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

貸借対照表関連情報 （億円）

流動資産 10,826 10,364 9,417 8,534 8,443 8,147 9,012 10,537 11,005 10,738 10,381
固定資産 4,596 4,529 4,706 5,080 4,937 5,494 5,951 6,371 6,145 6,189 5,954

資産合計 15,422 14,893 14,124 13,614 13,381 13,642 14,963 16,908 17,150 16,928 16,336

流動負債 8,986 8,981 7,581 6,911 6,896 6,654 7,262 7,959 8,827 8,762 8,116
　保証工事引当金 191 200 187 160 155 189 254 368 443 479 537
　受注工事損失引当金 326 298 170 312 291 215 183 285 532 373 272
固定負債 4,092 3,852 4,271 4,166 3,899 3,995 4,075 5,353 4,989 4,789 4,717

負債合計 13,078 12,833 11,853 11,078 10,796 10,649 11,338 13,312 13,816 13,552 12,834

株主資本 1,946 1,870 2,046 2,346 2,543 2,827 3,322 3,135 3,058 3,099 3,132

純資産合計 2,344 2,059 2,270 2,536 2,584 2,992 3,625 3,595 3,333 3,376 3,502

負債純資産合計 15,422 14,893 14,124 13,614 13,381 13,642 14,963 16,908 17,150 16,928 16,336

キャッシュ・フロー計算書関連情報 （億円）
営業活動によるキャッシュ・フロー 33 ▲ 176 767 955 247 743 392 635 953 653 990
投資活動によるキャッシュ・フロー 467 ▲ 417 ▲ 627 ▲ 777 ▲ 377 ▲ 610 ▲ 622 ▲ 746 ▲ 355 ▲ 289 ▲ 479
財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 487 428 ▲ 18 ▲ 259 ▲ 385 ▲ 31 113 334 ▲ 475 ▲ 219 ▲ 573
有利子負債の増減 ▲ 366 592 49 ▲ 587 ▲ 281 86 40 528 ▲ 361 ▲ 26 ▲ 497
フリー・キャッシュ・フロー ※ 7 501 ▲ 593 139 177 ▲ 129 133 ▲ 230 ▲ 110 598 364 510

より詳細な情報はそれぞれ
右記のウェブサイトをご覧ください。

財務 https://www.ihi.co.jp/ihi/ir/
非財務 https://www.ihi.co.jp/csr/
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非財務サマリー

項目 2014年度 2015年度 2016 年度 2017年度 2018年度（計画） 将来目標
CSR全般

施策 従業員の意識醸成 e-ラーニングによる
社会課題意識の醸成 継続 継続 e-ラーニングによる

統合報告書の理解度深化
e-ラーニングなどによる

SDGs認知度向上

地球的課題を意識し、ステークホルダーの期待
に応えるためにわたしたちがなすべきことを自
ら実践し、それぞれからの信頼を得ることに
よって将来にわたって企業としての存在価値を
高める

関連データ CSR認知度 89% 90% 92% 90% SDGs認知度　90%以上 －
ガバナンス

施策 リスク管理 14項目の活動重点方針を
定めて活動

16項目の活動重点方針を
定めて活動

18項目の活動重点方針を
定めて活動

16項目の活動重点方針を
定めて活動

16項目の活動重点方針を
定めて活動 －

関連データ

社外取締役の
取締役会出席率 95% 94% 94% 95.3％（平均）

（最も低い出席率：89％）
各社外取締役の出席率が

85%以上 各社外取締役の出席率が 85%以上

社外監査役の取締役会
と監査役会の出席率
（2018年度追加）

－ － － － 各社外監査役の出席率が
85%以上 各社外監査役の出席率が 85%以上

コンプライアンス

施策

コンプライアンス教育
コンプライアンス・
リスクマネジメントに
関するプログラムを展開

セルフエスティームに
関するプログラムを展開 継続 継続 継続

法令の意味するところを理解したうえでこれを
大切に守り、社会的なルールや国際的な取り決
めにも反することのないよう、誠実、公正を旨
として倫理的に行動する

コンプライアンス推進
体制のグローバル化

I H I本体と米州統括の
体制の高度化

海外子会社のコンプライ
アンス推進体制の明確化

海外従業員向け
ｅ-ラーニングの展開

海外ホットライン制度の
米州における運用開始

海外ホットライン制度の
アジア大洋州等における

運用開始
グローバル化に対応したコンプライアンス推進
体制の確立

関連データ 法令違反（指導）件数 59件 48件 60件 52件 － －
ホットライン通報件数 238件 333件 218件 209件 － －

サプライチェーン

施策

調達方針の徹底
・アンケート結果のフォロー
・ 環境規制対応に関するガ
イドライン策定

国内外 I H Iグループへの
展開

国内外 I H Iグループへの
周知徹底 継続 継続

主要なサプライヤーへ「 I H Iグループ調達基本
方針」を展開することにより信頼関係を構築し
相互の競争力強化と繁栄を目指す

調達担当者の教育

・ 化学物質管理を含めた
調達コンプライアンス
の徹底

・ グローバル調達要員向
け調達講座の開催

・調達関係者への e-ラー
ニングの実施

・グローバル調達要員向
け調達講座の開催

・調達関係者への e-ラー
ニングの実施

・海外関係会社へ向けた
I H Iグループ調達基本
規定の説明会の実施

・国内調達関係者への e-
ラーニングの実施

・海外調達拠点および関
係会社向けコンプライ
アンス講座テキスト作
成とその開催（マレー
シアにて実施）

・国内調達関係者への e-
ラーニングの実施

・海外調達拠点および関
係会社向け調達コンプ
ライアンス講座の開催

グローバル調達コンプライアンス徹底

労働安全

施策 安全衛生管理の徹底

・産業保健業務評価
（OHD）の導入
・健康診断結果に基づく
就業上の措置基準導入

・労使による「 I H Iグルー
プ中央安全衛生委員会」
を設置

・重点関係会社に対する指
導・支援

・海外安全衛生管理強化
・海外赴任者の健康管理の
強化

・「健康経営銘柄」選定

・重点関係会社に対する指
導・支援

・「安全衛生管理評価手法」
の関係会社への展開

・海外安全衛生管理強化
・健康経営宣言の発信
・「健康経営優良法人」選定

・関係会社を含む「グループ
労使パトロール」の実施

・ I H Iグループ重点関係会
社に対する指導・支援

・体系的な災害分析手法の
I H Iグループ内への導入

・健康経営の取り組み推進
・治療と職業生活の両立支援

・ I H Iグループ重点関係会
社・工場に対する取り組
み強化

・体系的な災害分析手法の
I H Iグループ内への展開

・リスクアセスメント、ＩＴ
等を活用した災害予防活
動の推進

・健康経営と働き方改革を
両輪で推進

・健保とのコラボヘルスを強化

共に働くすべての人びとが安全で健康に働くこ
とができる職場環境の確保に取り組む

関連データ 災害度数率 0.24 0.22 0.27 0.57 0.2未満 －
年次休暇の取得 16.02日 15.92日 16.5日 17.63日 16日以上 －
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項目 2014年度 2015年度 2016 年度 2017年度 2018年度（計画） 将来目標
ダイバーシティ

施策

女性の活躍推進

・女性活躍推進の意識浸透
・女性同士のネットワーク構築
・女性従業員のキャリア意識、
モチベーション向上

・男性（特に男性管理職上司）
の女性活躍推進に対する意
識向上

・女性活躍推進の阻害要因の発見

・ワークライフバランスの促進
・グループ一体となった女
性活躍推進

・男性従業員の女性活躍推
進に対する意識改革

・女性同士のネットワーク
構築支援

継続 継続 継続

多様な人材が「経営理念」「 I H Iグループビジョン」
に共感し、能力を発揮できる環境を実現する

・水本執行役員が「女性
技術者育成功労賞」を
受賞

・社外向けウェブサイト上
にダイバーシティページ
を作成し、経営トップメッ
セージを発信

・ダイバーシティ推進月間
（11月）の実施
・グループ会社の取り組み
フォロー
・女性活躍推進法行動計
画を策定

・「なでしこ銘柄」選定

・グループ全体での女性活
躍推進講演会、ダイバー
シティ推進月間（11月）
の実施

・事業所内保育所（相馬、
武蔵）設置準備

・2020年度の数値目標公開

・グループ全体での女性活躍推
進講演会、ダイバーシティ推
進月間（11月）の実施

・事業所内保育所（相馬・武蔵）、
育児アドバイザーサービス開始

・在宅勤務制度、配偶者転勤
休職制度の整備

・「えるぼし」認定取得

・グループ合同での女性活躍
推進講演会、ダイバーシティ
推進月間（11月）の実施

・事業所内保育所設置準備
（横浜）、ベビーシッター
サービス開始

・男性育休取得推進施策の
実施

障がい者雇用の拡大

・受入れ職場・業務量の
確保

・障がい者専用求職サイト
への掲載

障がい者雇用支援会社
主催合同会社説明会参加

障がいを持っている
従業員のための
相談窓口設置

より幅広い障がいの種類・
程度に対応するため、一部
事業所では、所内各部門の
委託業務を集約、対応する
「業務支援チーム」を設置

事業所内各部門の委託
業務を集約、対応する
「業務支援チーム」の
拡充を更に推進

高年齢者の活用 ライフプランセミナーの
見直し

新ライフプランセミナー
の実施（一般従業員に
ついて満 58歳時に加え、
満 50歳時にも実施）

60歳以上の基準賃金改善
（選択定年制度適用者） 継続 継続

外国人の活用 重点地域（アジア）
からの採用 継続 継続

・継続
・受入体制の強化（指導員
研修の充実、異文化交流
イベントの開催）

・継続
・受入体制の強化
（外国人従業員向け研修
の充実）

関連データ

女性採用数 大卒：32名 （14%）
技能系：3名

大卒：47名（17％）
技能系：3名

大卒：40名（14％）
技能系：6名

大卒：35名（14%）
技能系：4名

大卒：20名（12.7%）
技能系：6名

大卒：計 15％以上（技術系 10％以上、
事務系 35％以上を目安とする）

技能系：2016年度～ 2018年度 計 15名以上

女性管理職数・比率 51名 （1.8%） 60名（2.1％） 66名（2.5％）
（2016年 4月 1日実績）

68名（2.6％）
（2017年 4月 1日実績）

74名（2.8％）
（2018年 4月 1日実績）

3.0％（2018年度）
3.5％（2020年度）

女性役員数 1名 1名 2名
（うち 1名は社外監査役）

4名
（うち 3名は社外役員）

4名
（うち 3名は社外役員） 1名以上（2018年度）

育児休業取得後の復職率 100% 100% 100% 100% 100% 100%
障がい者雇用率 2.02% 2.17% 2.14% 2.03% 2.2%超 （2019年 4月） 2.3% （2021年 3月）
外国人新卒採用 11名 9名 7名 8名 3名（実績） －

環境

施策 環境マネジメント
エネルギー消費量、CO2

排出量、廃棄物排出量の
削減目標設定と月次管理

環境負荷データ収集
システムの構築完了

「グループ環境活動計画
2016」制定

中長期的な
環境課題の検討 継続

世界中のお客さま・パートナーとの協業を通し
て地球環境を守り続けるグローバルな企業グ
ループとなる

関連データ

事業活動での CO2排出量※ 34.6万トン 32.6万トン 31.7万トン 33.0万トン 30万トン未満 30万トン未満（2018年度）
製品、サービスでの
CO2排出削減貢献量

11製品にて試算 算定手法の課題抽出 250万トン以上 250万トン以上 1,000万トン以上 1,000万トン以上（2018年度）

環境配慮製品の売上比率 認定数 4 認定数 10 認定数 15 認定数 18 売上比率拡大 70%以上 （2018年度）
CDP気候変動 97Ａ 99Ｂ リーダーシップレベル A- マネジメントレベル B マネジメントレベル以上 マネジメントレベル以上

日経環境経営度調査
スコア（フルスコア 500） 411 436 429 431 400以上 400以上

※電力消費によるCO2排出量の計算に、電気事業者別排出係数を使用しました。
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所有者別
株式分布状況

21.51%

個人・その他
77,321名／
33,229,744株

0.00%

政府・地方公共団体
0名／ 0株

38.63%

金融機関
82名／ 59,671,347株

33.28%

外国人
608名／
51,408,516株

2.65%

金融商品取引業者
73名／
4,108,275株

3.90%

その他国内法人
906名／6,028,637株

社名………………………………
本社所在地………………………

代表者……………………………
創業………………………………
設立………………………………
資本金……………………………
グループ従業員数………………
工場数……………………………
支社………………………………
海外事務所………………………
グループ会社数…………………

銘柄コード………………………
上場証券取引所…………………

単元株式数………………………
発行可能株式総数………………
発行済株式数……………………
株主数……………………………
事業年度…………………………
定時株主総会……………………
期末配当支払株主確定日………
中間配当支払株主確定日………
株主名簿管理人・
特別口座の口座管理機関………

株式会社 I H I 

〒 135-8710 東京都江東区豊洲三丁目 1番 1号
豊洲 I H Iビル
03-6204-7800（代表）
代表取締役社長　満岡次郎
1853（嘉永 6）年 12月 5日
1889（明治 22）年 1月 17日
1,071億円
29,706名
7工場
8ヵ所
13ヵ所
国内関係会社：70社
（国内子会社 52社、国内関連会社 18社）
海外関係会社：147社
（海外子会社 120社、海外関連会社 27社）
7013

東京証券取引所、名古屋証券取引所、
札幌証券取引所、福岡証券取引所
100株
300,000,000株
154,446,519株（自己株式 233,435株を除く）
78,991名
毎年 4月 1日から翌年 3月 31日まで
毎年 6月
毎年 3月 31日
毎年 9月 30日

〒 100-8233 東京都千代田区丸の内一丁目 4番 1号
三井住友信託銀行株式会社

（郵便物送付先および電話照会先）
〒 168-0063 東京都杉並区和泉二丁目 8番 4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
0120-782-031（フリーダイヤル）

会社情報（2018年 3月 31日 現在）

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 8,425 5.45

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 6,938 4.49

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（三井住友信託銀行再信託分・株式会社東芝退職給付信託口） 5,542 3.58

第一生命保険株式会社 5,406 3.50

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505001 4,756 3.07

みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　みずほ銀行口
再信託受託者　資産管理サービス信託銀行株式会社 4,597 2.97

STATE STREET BANK AND TRUST COMPANY 505223 2,993 1.93

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 2,936 1.90

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 2,930 1.89

STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 2,642 1.71

大株主

株主構成

※数値は、表示単位未満を切捨て表示しているため、
株主構成の合計が 100%になっておりません。

※持株数および持株比率は単位未満を切捨て表示しています。
※持株比率は、自己株式を控除して計算しています。

57I H I統合報告書 2018

Strategy
社会と企業の価値創造

Challenge
事業による社会課題解決

ESG Management
持続的成長の基盤

Data Section



 

7,000

1,800

2,100

6,000

1,5005,000

1,2004,000

9003,000

6002,000

3001,000

0 0
（千株）

75,000

50,000

25,000

0

（円）

当社株価（円：左軸）
※当社は、2017年10月1日に10株を1株とする株式併合を実施しました。上記数値は当該株式併合を遡及適用しております。

TPX Index（右軸）出来高（千株：左軸）
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　ＩＨＩ統合報告書 2018について

■お問い合わせ先
I H I ウェブサイトのお問い合わせフォームにお問い合わせください。

＜CSR活動に関するお問い合わせ＞
https://contact.ihi.co.jp/index.php/ihi_ jpn/IHI/form_10707

■免責事項
本報告書には I H I グループの過去と現在の事実だけでなく、発行
日時点における計画や見通し、経営計画・経営方針に基づいた将
来予測が含まれています。この将来予測は、記述した時点で入手
できた情報に基づいた仮定ないし判断であり、諸条件の変化によっ
て、将来の事業活動の結果や事象が予測とは異なったものとなる
可能性があります。読者の皆さまには、以上をご了承いただきます
ようお願い申し上げます。

■対象範囲
株式会社 I H I、および主要なグループ会社

■対象期間
2017 年度（2017 年 4 月 1 日～ 2018 年 3 月 31 日）
ただし、一部には 2016 年度以前や 2018年度以降に
予定されている活動や情報も含まれています。

■参考にしたガイドライン
 ●   国際統合報告評議会（IIRC）　
国際統合報告フレームワーク

 ●   グローバル・レポーティング・イニシアチブ（GRI）
サステナビリティレポーティングガイドライン
（GRIスタンダード）

株価・出来高推移 ウェブサイトのご案内
その他詳細情報につきましては、当社ウェブサイトをご覧ください。

https://www.ihi.co.jp/ihi/ir/
IR情報

 
CSR情報

https://www.ihi.co.jp/csr/

本報告書では、2016年度からスタートした「グループ経営方針 2016」を中心に、I H Iグループの方針や戦略とそれを支
える基盤について特に重要な情報をお伝えしています。また、本報告書をステークホルダーの皆さまとのコミュニケーション
ツールとして活用してまいります。
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〒 135-8710 東京都江東区豊洲三丁目 1番 1号 豊洲 I H Iビル
TEL（03）6204-7046　FAX（03）6204-8608
URL：https://www.ihi.co.jp

経営企画部 CSR企画グループ

【お問い合わせ先】

株式会社 I H I

91000-026-00-1809-27500FXSS（CK179）

I H
 I  統

合
報
告
書
 2
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